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ガーナ共和国

アフリカ半乾燥地域における気候・　
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PO Plan of Operation 活動計画表 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 

１－１ 調査の目的 
・  協力の枠組みについてカンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）実施機関と協議、合意す

ること。 
・  本格協力の実施に必要な関連情報の収集・整理を行うこと。 
・  本格協力の実施方法、留意事項などについて確認し、計画策定結果にまとめること。 

 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属 

総括 伊藤 民平 JICA地球環境部環境管理第一チーム課長 

環境管理/EIA 辻  昌美 JICA国際協力専門員（環境管理） 

協力企画 細貝 瑞季 JICA地球環境部環境管理第一チーム職員 

評価分析 福田 宗弘 (株)ソーワコンサルタント 

 
１－３ 調査日程 

調査は 2016 年 11 月 22 日より 12 月 15 日まで実施した。コンサルタント団員（評価分析）が先行

調査を行い、官団員は最終週に相手国政府との協議及び協議議事録（Minute of Meeting：M/M）署名

する形で合流した。詳細日程は以下のとおりである。 
 

日時 曜日 活動・訪問面談先（福田） 
活動・訪問先 

（伊藤、辻、細貝） 

22-Nov-16 Tue 成田→プノンペン移動。夜 JICA カンボジア事務所と

打ち合わせ 
 

23-Nov-16 Wed 

環境省環境保護総局  計画・財務部 

同上  固形廃棄物部 

同上  水質管理部 

24-Nov-16 Thu 
同上  有害物質管理部 

同 上 環境影響評価部 

25-Nov-16 Fri 
同上  検査法規制部 

同上  ラボラトリー 

26-Nov-16 Sat 
資料整理 

27-Nov-16 Sun 

28-Nov-16 Mon 

環境省環境保護総局  大気・騒音管理部 

同上  総局長 

農林水産省  農業総局  

29-Nov-16 Tue 鉱山・エネルギー省  鉱物資源総局 



 

－2－ 

工業手工芸省  工業総局 

工業手工芸省  カンボジア標準研究所 

30-Nov-16 Wed カンボジア開発評議会  環境評価部 

1-Dec-16 Thu 環境省環境保護総局  総局長 

2-Dec-16 Fri 

プノンペン経済特区工業団地運営会社 

JICA カンボジア事務所  ブリーフィング 

Oxfam 

3-Dec-16 Sat 
PDM 及び PO 案作成 

4-Dec-16 Sun 

5-Dec-16 Mon 
プノンペン→シアヌークビル移動 

シアヌークビル州環境部 

6-Dec-16 Tue 
シアヌークビル→プノンペン移動 

国連開発計画カンボジア事務所 

7-Dec-16 Wed プノンペン都環境部 

8-Dec-16 Thu カンボジア工科大学 

9-Dec-16 Fri E&A コンサルタント 

10-Dec-16 Sat PDM 案、PO 案策定 

11-Dec-16 Sun 
PDM 案、PO 案策定 成田→プノンペン移動 

団内協議 

12-Dec-16 Mon 
JICA カンボジア事務所 

環境省官房長と打ち合わせ 

13-Dec-16 Tue 
団内協議 

環境省環境保護総局と PDM 案、PO 案についての打ち合わせ 

14-Dec-16 Wed 
環境省環境保護総局と PDM 案、PO 案についての打ち合わせ 

団内協議 

15-Dec-16 Thu 
環境省次官補表敬、M/M、R/D 案にかかわる最終協議、M/M の署名 

辻、福田はプノンペン→成田移動（夜行便） 伊藤、細貝は別件業務 

 

１－４ 協議概要 
１－４－１ プロジェクトの期間について 
本案件はカンボジア環境省（Ministry of Environment, Cambodia：MoE）に対して行う初めての技

術協力プロジェクトであることから、先方からの要請が 3.5 年であるものの、フェーズ 2 の実施も

念頭に置いた 6 年程度の協力を行う最初のフェーズとして位置づけることで検討していた。先方も

息の長い支援を希望しており、先方の自助努力によるプロジェクトの積極的な推進が見込めること
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を踏まえて、日本政府の判断によるものの、JICA としては単発で終わることなく現在カンボジア

政府部内で行われている環境法制見直し作業（環境法典）の結果も踏まえ、次のフェーズにつなげ

る意向をもっているという点を先方に伝えた。 

 
１－４－２ 環境法典について 
環境法典制定支援については国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）が

取り組んでいることを踏まえ、プロジェクトスコープには含めない。しかし、カンボジア国内にお

ける法律の承認手続きをかんがみると早急に最終化されるとは考えにくいことから、プロジェクト

開始後に環境省側から環境法典制定へのコメントやアドバイスを求められた場合は、プロジェクト

専門家が対応することとした。 

 
１－４－３ プロジェクトの対象とする範囲 
プロジェクトの対象につき、環境省の環境保護総局を主たるカウンターパート（Counterpart：C/P）

として三つの成果に関する活動を展開することで先方と合意した。 
成果について、具体的には①環境影響評価（Environmental Impact Assessment：EIA）と水環境に

焦点を当てた環境管理に関する関連法文書が改定され、承認に向けた手続きが進む、②EIA と水環

境に焦点を当てた環境管理に関する技術的課題と手続きが明確化され、環境保護総局とその他のス

テークホルダーの間で共有される、③環境保護総局及び関連する部署の能力が向上する、の三つと

した。 
また、上記③に関連が深く、要請書にも記載されていた地方行政官への EIA に関するトレーニ

ングについては、環境省内の計画の中で既に記載されており、予算についても少額ながら確保され

ていることが明らかとなった。しかし、予算総額については環境省とカンボジアの財務省の間で継

続協議が必要とのことで、環境省も予算確保に向けた粘り強い交渉を継続していく姿勢を示して

いる。 
 
１－４－４ ラボの支援 

ラボの支援については時期尚早であり、今回のプロジェクトでは実施しないこととしていた。そ

のかわり、成果 3 点目の能力向上に関しては、単に室内で講義を実施するのではなく、実際に現場

にて携帯型検査機器を使い数値を測定するなど、実践的な取り組みを通じた活動を行うなかで能

力を培うことを想定している。 
 

１－５ 団長所感 
１－５－１ タイミングの問題（投資増） 
カンボジアは近年、高い経済成長を遂げているが、日本企業も「タイ・プラス・ワン」の生産拠

点としてカンボジアに進出する事例が増えている。今次調査では、特にプノンペンをはじめとする

都市部や経済特区における急激な発展・人口流入により、水環境等の悪化が顕在化している状況を

目の当たりにした。数多くの投資・開発が進められるなか、要請のあった EIA を適切に行い、環

境への悪影響を回避することは喫緊の課題である。その観点から、本協力は時宜を得たものと判断

した。 
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１－５－２ 環境法典（Environmental Code） 
現在、UNDP はカンボジア政府に対し、環境法制の基礎となる環境法典の作成を支援している。

環境法典には、持続可能な都市、グリーンエコノミー、EIA、廃棄物、汚染規制、生物多様性、水

資源、森林資源、情報アクセス等々、さまざまな分野が包含され、本協力の対象となる EIA や水

環境も含まれている。環境法典の最終承認には引き続き時間を要すると推測され、環境法典の内容

に影響を受ける可能性がある本協力の開始を躊躇する意見もあった。そのため本協力においては、

環境法典の内容に左右されない内容を中心として組み立てた。また、本協力の実施の過程で、環境

法典の技術的内容に係るアドバイスも必要に応じて行うこととした。 

 
１－５－３ 情報公開 
カンボジア側との協議においては、情報公開に取り組むことの重要性について強調した。本協力

が対象とする EIA や水環境管理は、多数のアクターが関与するなかで行う活動である。環境に対

する負荷を高める可能性のある民間企業や投資・開発を推進する母体にとって EIA や水環境管理

は、重荷となる余分なものであることが多い。また、発展途上の国においては、環境保全よりも投

資・開発をより重視する傾向がある。そのようななか、力の弱い環境規制官庁としては、情報公開

を推進し、市民の声を味方につけ、世論を形成していくことが、自らの活動を適正に実施するため

の後押しとなる。 
情報公開の重要性については、カンボジア側からも同様の認識が呈されるとともに、現在作成中

の環境法典においても情報公開が一つの柱として位置づけられているとの説明があった。プロジェ

クトの実施においては、適切な情報公開についても取り組むこととした。 

 
１－５－４ 息の長い支援 
本協力は、カンボジアの環境省に対して実施する初めての技術協力プロジェクトである。今次調

査を通じて明らかとなった環境省の現状やキャパシティにかんがみ、適切な EIA の実施や水環境

管理の推進に対しては、息の長い支援が必要である。他方、環境法典の進捗や内容によって、今後

の活動が大きく変わる可能性もあることから、本協力は 3 年半と短く区切ることとしたが、継続し

た取り組みが必要であることを指摘したい。 
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第２章 EIA 及び環境管理にかかわる現況と課題 

２－１ 要請の背景と経緯 
カンボジアは、アジアでも屈指の 7％強という高い経済成長率を維持している。また総人口は 2013

年時点で 1,467 万人、人口増加率は 1.46％である。都市部の人口は総人口の約 21.44％で、1998 年調

査時の 18.32％、2008 年調査時の 19.51％から増えている。こうした近年の急激な都市化や経済発展

に伴い、都市や市街地における環境汚染に対する懸念が拡大している。 
特に、カンボジアの首都プノンペン都内では、未処理雑排水が周辺河川や湖などに放流され、これ

までは湖・湿地等で自然浄化能力によりある程度浄化されてきたが、近年の急速な都市化により、水

質悪化が進んでいる。 
また、同国における国内外資本による企業活動は増加している。近年、中国やタイの人件費上昇、

労働市場逼迫などを背景に、日系企業が「チャイナ・プラス・ワン」「タイ・プラス・ワン」の生産

拠点として人件費の安いカンボジアへ進出する事例が増えており、今まで主力を担っていた縫製業に

とどまらず、より環境負荷の高い産業が増加することが予測されている。持続可能な経済発展を担保

するためには、大規模な開発事業などの実施前に環境に与える影響を調査・予測・評価する EIA や

環境管理を適切に行う必要がある。 
しかし、これらの任務を担当する環境省の歴史は浅く、環境省における EIA 審査能力や環境管理

計画のモニタリング能力は大幅に不足している。結果として、制度的な問題とも相まって、本来事

業開始前に実施され環境対策を予防的に行うはずの EIA が必ずしも適切に実施されないケースもあ

る。 
さらに、環境省が有する分析ラボでは基礎的項目のみ分析が行われており、多くの先進国で問題と

なっている各種の微量有害物質については分析、モニタリングされていないことから、環境汚染の有

無、またその程度自体が不明な状況である。民間ラボに対する精度管理などは行われておらず、分析

可能な基礎項目についてもその信頼度は不明である。したがって、環境への影響が懸念される企業活

動に対して科学的根拠に基づいた適正な指導を行うのが困難であり、監視能力も不足している。 
EIA や環境管理には環境省が単独活動するのではなく、関連するカンボジアの他省庁（開発評議会、

農林水産省、鉱山・エネルギー省、保健省、公共事業・運輸省、水資源気象省、観光省等）、地方政

府、民間事業者、住民・NGO 等多種多様な主体との連携が必要であるが、いまだそれらの主体との

連携を促進する環境省の能力は十分ではない。 

 
２－１－１ カンボジアの法制度序列と承認プロセス 

カンボジアの現在の法律・法規の序列は以下のようになっている（出典：ht tp: / /www. 
yappango.com/faq/jbl01.html。なお、同 WEB 情報は「カンボジア投資ガイドブック」カンボジア

開発評議会（2013 年）が出所。今回の成果１で支援対象としているものは政令（Sub-Decree）と省

令（Prakas）のレベルであり、国会承認を必要とする法律（Law）は対象としていない。 
 
（1）憲法（The Constitution） 
  1993 年に制定された、カンボジアにおける最高法規。 
 
 

http://www/
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（2）国際条約・協定（Treaties and Convention） 
  憲法 26 条によれば、下院と上院の承認に基づき国王が署名し批准する。批准後において国際

条約（2 国間または多国間）・協定は法律とみなされ、司法上の準拠基準の一つとなる。 
 
（3）法律（Chhbab：Law） 
  国民議会により採択される法規。 
 
（4）勅許（Royal Kram：Preah Reach Kram 及び Royal Decree：Preah Reach Kret） 
  国王が憲法で認められた権限にしたがい国王の名により発する命令。 
 
（5）政令（Au-Kret：Sub-Decree） 
  閣議での採択に基づき首相により署名される。閣議で採択されなかった場合には、首相と主

管大臣の署名が必要となる。首相は法令で定められた権限内で政令を発布することができる。 
 
（6）省令（Prakas：Ministerial Order） 
  法令に定められた権限内において政府の閣僚により発せられる。 
 
（7）決定（Sechkdei Samrech：Decision） 
  「Decision」は首相により、「Prakas-Deika」は閣僚または知事により、法令に定められた権限

に基づき発せられる。 
 
（8）告示（Sarachor：Circular） 
  一般的に、特定の法制度を説明したり明確にしたりするため、あるいは指示を与えるため 

に、政府の長としての首相が、あるいは省庁の責任者としての大臣が発布する。 
 
（9）省令（Arrete：Provincial Deka） 
  州の地理的埴内において有効であり、州知事が発布する。 
 
２－１－２ 法制度概要 
上述したように現在環境関連法に関して「環境法典」の策定作業が進んでおり（詳細は「２－３ 

ドナーと関連プロジェクト」の UNDP の項参照）、この内容によっては現行法による規制が変更さ

れる可能性もある。以下そうした状況を踏まえての概要説明である（なお、下記法制度概要は JICA
辻国際協力専門員のコンタクトミッションレポートを一部再構成及び追記したものである）。 
環境に関する現行の基本法は、環境保護及び自然資源管理に関する法律（Law on Environmental 

Protection and Natural Resources Management, 1996）である。同法に基づき、EIA、大気、水質、廃

棄物等の個別分野に関する政令（sub-decree = 閣僚会議令。首相による承認が制定されている。 
 
（1）環境影響評価（EIA） 
  EIA は、環境保護及び自然資源管理に関する法律第 3 章（第 6 条及び 7 条の二つの条文から

なる）に根拠条文がある。同法第 6 条に基づき、EIA プロセスに関する政令 （Sub-decree on 
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Environmental Impact Assessment Process. No:72 ANRK.BK（11 Aug. 1999）があり、同政令に基づ

き、以下の主務大臣によって承認される省令（Prakas）が制定されている。 

 
表２－１  EIA 関連法規制 

レベル タイトル 注 

Sub- 
Decree 

 Environmental Impact Assessment Process. No:72 
ANRK.BK (11 Aug. 1999) 

EIAの具体的手続きの概要、事業者側及

び審査側の責務、IEIAないしはEIAを要

する事業のリスト等を定めている。 
 Prakas Guidelines for Conducting Environmental Impact 

Assessment Report (No.49, Mar. 2000) 
EIA記載事項を規定しているが、より新

しいPrakasで置き換えられているものと

推察される。 
 Prakas Determination of Service Charge for Environmental 

Impact Assessment Report Review and Follow-up and 
Monitoring of Project Implementation 
(No. 745, Oct. 2000) 

英訳なし。 

 Prakas General Guidelines for Conducting Initial and Full 
Environmental Impact Assessment Reports (No. 376 
BRK.BST, Sep. 2009) 

IEIA及びEIA審査手続きの詳細（EIA作

成には、登録されたコンサルタント会社

を使うことも含め）、EIA記載事項を規

定。上述2000年のPrakasを置き換えてい

ると推察される。 
 Prakas Registration of Consulting Firms for Studying and 

Preparing Environmental and  Social  Impact 
Assessment Report 
(No. 215 Brk MoE, May 2014) 

EIA作成を行うコンサルタント会社の登

録要件、職員の構成・資格等について規

定。 

 Prakas Establishment of the Technical Working Group for 
Reviewing and Commenting on the EIA Report (No. 
063 Pr.k MoE 、Feb. 2014) 

英訳なし。 

 Prakas Organization and Function of the 
Department of Environmental Impact 
Assessment (No. 445 MoE 2015) 

EIA部の組織、役割、責任について規定。 

 Prakas Power Delegation of Decision Making Instead of 
Ministry of Environment for Investment Projects to the 
Municipal- Provincial Department of Environment 
(MoE 2005) 

投資額が 200万米ドル未満の事業は

Municipal-Provincial Department of 
Environmentが審査することを規定。 

 
（2）大気汚染・騒音 
  大気汚染及び騒音については、環境保護及び自然資源管理に関する法律第 13 条に基づき、大

気汚染規制及び騒音障害に関する政令〔Sub-decree on Air Pollution Control and Noise Disturbance. 
No:42 ANRK.BK（10 Jul. 2000）〕が、基準値、許可制度、発生源及び環境のモニタリング、立

入検査、罰則等を定めている。同政令に基づき、下記の下部文書が策定されることとなってい

るが、現在のところ策定されていない。政令別表 1 から 7 の基準値には測定法は示されておら

ず、上記文書で定める予定だったと推察される。 
  なお、環境省では今後数年の間に、同上の政令を固定発生源対策と移動発生源対策に分けて

再構成する予定である。 
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表２－２ 大気騒音関連法規制 

レベル タイトル 注 

Sub- 
Decree 

 Air Pollution Control and Noise 
Disturbance. No:42 ANRK.BK 
 (10Jul. 2000) 

固定発生源対策と移動発生源対策に

分けた形での改定予定。 

 Joint 
Declaration 

Monitoring procedure 未策定。前記Sub-Decreeの第18条に

よる。 
 Technical 

Guideline 
Pollution source monitoring sampling 
point, air and noise analysis 

未策定。前記Sub-Decreeの第19条に

よる。 

 
（3）水質汚濁 
  水質汚濁については、環境保護及び自然資源管理に関する法律第 13 条に基づき、水質汚濁規

制に関する政令〔Sub-decree on Water Pollution Control. No:27 ANRK.BK（6 Apr.1999）〕が、基準

値、許可制度、発生源及び環境のモニタリング、立入検査、罰則等を定めている。同政令に基

づき、下記の下部文書が策定されることとなっているが、現在のところ策定されていない。政

令別表の基準値には測定法は示されていない。第 22 条において、事業者が他の試験所に試験を

依頼する場合には環境省と同じ分析方法を用いることとされているが、その方法が示されてい

ない。なお、環境省では最近下水処理に関する政令の改定を進めている。 
 

表２－３ 水質関連法規制 

レベル タイトル 注 

Sub- 
Decree 

 Water Pollution Control. No:27 
ANRK.BK (6 Apr. 1999) 

 

 Standard Standard for effluent discharge 未策定。前記Sub-Decreeの第5条に

よる。 
 Prakas Pollution load standard 未策定。前記Sub-Decreeの第7条に

よる。 
 Technical 

Guideline 
Effluent discharge or transportation 
permit 

未策定。前記Sub-Decreeの第14条に

よる。 

 
（4）廃棄物 
  廃棄物については、環境保護及び自然資源管理に関する法律第 13 条に基づき、廃棄物管理に

関する政令〔Sub-decree on Solid Waste Management. No:36 ANRK.BK（27 Apr.1999）〕が、家庭廃

棄物管理、有害廃棄物管理、有害廃棄物モニタリング及び立入検査、罰則等を定めている。同

政令に基づき、次のような省令、ガイドラインなどが策定されることとなっているが、現在の

ところ策定されていない。2015 年 8 月、Sub-decree No. 113 on Solid Waste Management in Urban 
Areas が制定された。同政令は、廃棄物管理機能を州レベルから市/地区レベルに移譲するとと

もに、料金徴収システムを確立しようとするものである。また韓国国際協力団（Korea 
International Cooperation Agency：KOICA）－国際連合工業開発機関（United Nations lndustrial 
Development Organization：UNIDO）の支援を受け 2016 年 4 月に E-Waste に関する新たなガイド

ラインが策定されている。 
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表２－４ 廃棄物関連法規制 

レベル タイトル 注 

Sub- 
Decree 

 Solid Waste Management. No:36 
ANRK.BK (27 Apr. 1999) 

 

 Guideline Disposal, collection, transport, storage, recycling, 
minimizing, and dumping of household waste in 
provinces and cities. 

未策定。前記Sub-Decreeの第4条に

よる。 

 Prakas Sound management of waste 未策定。前記Sub-Decreeの第5条に

よる。 
 Guideline Management of hazardous waste 未策定。前記Sub-Decreeの第11条に

よる。 
 Prakas Standard of quantity of toxin or hazardous 

substances contained in the hazardous waste which 
could be allowed for disposal 

未策定。前記Sub-Decreeの第12条に

よる。 

 Prakas Storage,  transportation  and disposal 
of hazardous waste 

未策定。前記Sub-Decreeの第15条に

よる。 
 Prakas Guidelines of environmentally sound 

management of hazardous waste 
未策定。前記Sub-Decreeの第16条に

よる。前述Guidelineと同一の可能性

あり。 
Sub- 
Decree 

 Solid Waste Management in Urban Areas 
No. 113 August 2015 

廃棄物管理機能を州レベルから市/ 
地区レベルに移譲するとともに、料

金徴収システムを確立しようとす

るもの。 
 Technical 

Guideline 
Environmental Sound Management of aste 
Electrical and Electronic Equipment 
 (WEEE) April 2016 

KOICAとSamsungの資金供与で 
UNIDOが支援して作成したもの。 

 
  このほか、プラスチック廃棄物、産業廃棄物、有害廃棄物に関する新たな政令を策定中であ

る。 

 
２－１－３ 組織・体制 
環境省全体の組織図を図２－１に示す。環境省の任務は環境保護及び自然資源管理に関する法 

律に基づき次のように規定されている。 
・ 実施中及び実施予定の全プロジェクト及び活動に対する EIA 実施（第 6 条）。 
・ 自然資源に対する環境影響の調査及び評価（第 9 条）。 
・ 自然資源の保全及び合理的利用を担保するため、他関連省庁に対し勧告を行う（第 9 条）。 
・ 汚染源をすべてリストアップする（第 12 条）。 
・ 汚染を防止し、緩和するための政令を策定する（第 13 条）。 
・ 汚染源及び自然資源の開発活動をモニタリングする（第 14 条）。 
・ 汚染源の立ち入りを行い（第 15 条）、違反した場合には改善を命令する（第 20 条）。 

 

環境省には五つの総局があり、本プロジェクトの実施機関となるのはそのうちの環境保護総局

（General Directorate of Environmental Protection）である（図２－１の点線で囲んだ部分）。環境省

のそれぞれの総局、また部の役割については政令（SUB-DECREE On ORGANIZATION AND 
FUNCTIONING OF THE MINISTRY OF ENVIRONMENT, No.135 ANKr.BK, July 5th, 2016）に規定さ
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れている（注：組織図では総局は General Department となっているが、正確には General Directorate
と訳す）。 

 
なお、環境省内の自然資源保全管理総局（General Directorate of Administration Protection & Natural 

Conservation）と知識環境情報総局（General Directorate of Knowledge & Environmental Information）
に対しては、UNDP が米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）

の資金拠出を得て支援を実施している（詳細は後述「２－３－１」を参照）。 
 
環境保護総局内には次の八つの部（Department）が設置されている。 

① Department of Air and Noise Quality Management 
② Department of Water Quality Management 
③ Department of Solid Waste Management 
④ Department of Hazardous Substance Management 
⑤ Department of EIA 
⑥ Department of Inspection & Law Enforcement 
⑦ Laboratories 
⑧ Department of Administration, Planning and Finance 
 
それぞれの職員数（うち大学卒以上の職員数、また海外留学経験のある職員数）、並びに大凡の

予算額（2016 年分）を表２－５にまとめる。 
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表２－５ 環境保護総局 人員予算概要 

部局 全職員数 内 大学以上 海外留学経験者 予算額（2016） 

Air and Noise 
Quality Management 

16 11 1 USD43,000 

Water Quality 
Management 

18 7 1 USD28,000 

Solid Waste 
Management 

13 13 2 不明（他の部の予算額からは 
USD30,000程度と推定され

る） 
Hazardous Substance 
Management 

15 9 1 USD30,000 

EIA 68 40 10 USD179,000 

Inspection & 
Law Enforcement 

13 12 1 USD16,000 

Laboratories 16 13  USD44,000 

Administration, 
Planning and 
Finance 

14 10 1 不明 

 
予算につき、カンボジア国政府は近年各部局の活動ごとでの予算積み上げを行い、かつ数年のス

パンでの活動継続性を含めた「プログラム予算システム」を導入している。環境省においても 2016
年より同システムに対応した予算となっている。同システムではそれぞれの活動に対応する指標も

含まれているため、活動内容、指標類をプロジェクト活動と整合させることでプロジェクトが追加

的な負担作業にならないようにすることが可能となる。ただいまだ導入初期でもあり、活動ごとの

積み上げとはいえ､そのほとんどは既存活動の延長線での予算請求が占めている。また予算額も限

定的であることから、新規の事業を実施することは相当困難な状況であると考えられる。特に、現

場でのモニタリング作業にかかる経費も不足状態で、ヒアリングでは自家用車での作業を行ってい

る職員もいることが明らかになった。 
 

なお、年度ごとの予算請求スケジュールは次のとおりである。 
・ 6 月  環境保護総局/環境省内での次年度予算概要 
・ 7 月  経済財務省との予算説明、交渉 
・ 8～9 月  経済財務省による予算案、内閣に送付 
・ 11 月  国会承認 
・ 12 月  環境省で次年度支出計画作成 
次年度の予算獲得には前年の 6 月までに請求内容をまとめていないと、ほぼ不可能となる。 
環境保護総局の職員数は約 170 名強であり、うち大学卒以上の学歴者が 115 名となっている。状

況をより的確に理解するための比較対象として、日本の環境省の事例では定員は約1,200名である。

日本環境省の場合はここに自然保護系の職員も含まれていること、温暖化防止や廃棄物処理に係る

事業を実施していること、また日本とカンボジアの人口比が大凡 7～8 倍であることを考慮すると、

本省人員では量・質共に日本の環境省と比較でき得るレベルであるとも判断できる。一方で日本と

大きく異なるのは、地方における環境行政担当官の数・質である。カンボジアにおいては地方のマ
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ンパワーが圧倒的に不足しているため、環境省本省の人員が工場立ち入り、モニタリングなど現場

活動まで実施しなければならず、結果として深刻なマンパワー不足が問題となっている。なお、各

部局ともに海外留学経験者（英語によるコミュニケーションが可能な者）がおり、技術移転上のコ

ミュニケーションで大きな困難はないと想定される。 

 
以下に環境保護総局の各部（Department）の活動内容と課題並びにプロジェクトへの要望内容を

記す。なお、各部の詳細な所掌事務は前述の政令にて規定されている（付属資料 3 参照）。 

 
（1）Department of Air and Noise Quality Management（大気・騒音管理部） 
  環境モニタリングについては、プノンペン都内で 2013 年までは 3 カ所、2014 年は 1 カ所で

行っている。項目は 2012 年までは CO、SO2、NO2の 3 項目で、2013 年は CO、NO2、2014 年

は CO、NO2、SO2、TSP である。環境省による最新の大気モニタリングは 2015 年に国内 4 カ所

の都市部、すなわちプノンペン、シェムリアップ、シアヌークビル、バッタンバンで CO、NO2、

SO2、TSP について行われたが、ほとんどは環境基準以下の状態であった。 
  技術的な課題として対応を検討しているのが粒子状物質である。WHO が 2012 年にレポート

を出し、カンボジアでは 10 万人当たり 7,000 人が PM で死亡するとの論がでた。本プロジェク

トに対しては PM10、PM2.5 の調査実施に対する要望が出された。 
 

（2）Department of Water Quality Management（水質管理部） 
  活動のメインはモニタリングである。対象は公共水域と汚染源で、約 100 地点について年 2

回行っている。四つのモニタリングチームがあり、他の部と協働で編成している。測定項目は

七つで pH、TDS、COD、BOD、T-P、T-N と Cr（VI）である。現在、環境省が飲用水源への影

響を調べることを念頭に置き、モニタリング地点の拡充を計画しており、地方政府と協議しな

がら地点選定を進めている。 
  表流水質はおおむね国家水質環境基準を満たしており、汚染は深刻化していないとみなされ

ている。代表的な表流水質としてメコン河の生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen 
Demand：BOD）計測値とトンレサップ湖の化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand：COD）

計測値を示す（データ出典：WEPA アジア水環境管理 Outlook2015 環境省）。 

 
表２－６ メコン河 BOD 計測値 

年度 
BOD 値（mg/l） BOD 

水質環境基準値 最大値 最小値 

2009 3.80 0.20 10mg/l 

2010 4.80 0.27 

2011 6.50 0.10 

2012 4.20 0.55 

2013 6.87 0.33 
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表２－７ トンレサップ湖 COD 計測値 

年度 
COD 値（mg/l） COD 

水質環境基準値 最大値 最小値 

2009 4.80 1.27 8mg/l 

2010 8.57 1.00 

2011 6.83 2.20 

2012 9.90 3.60 

2013 8.40 3.13 

 
  2017 年度からは近年異常な藻の発生が問題となったため、新たに沿岸水域の海水もモニタリ

ング対象としている。政策的な課題は政令による廃水処理設備設置義務に対応していない事業

所が多いところである。違反を理由に処罰をするにも手続き上長い期間が必要で、かつ多くの

従業員の職場を奪うことになるので（閉鎖、運転停止すると）、迂闊に進めることができない。

このような状況を踏まえて、まずは啓発活動を進めることから始めるべきと考えられる。工業

団地については規制により中央廃水処理装置設置義務に対応しているところが多い。 
  JICA プロジェクトへの要望は、ガイドライン類については廃水処理設備に関する技術的なも

ので事業者と規制側の両方に有用なもの、また携帯できる簡易測定装置の機材供与である。研

修活動については同部が実際に活動している内容とリンクさせ、机上の座学のみは避けてほし

いとの意向が示された。 

 
（3）Department of Solid Waste Management（固形廃棄物管理部） 
  現在、一般廃棄物の管理責任は地方自治体にあり、また実施は民営化（民間業者との契約）

によりなされている。プノンペン都では 1 年前に Sub-Decree によりこの責任を更に末端の 12
の区（Khan）に権限移譲しているが、未実施の状態であり、民間業者との契約を 12 分割する

には至っていない。受託した民間業者は十分な能力を有せず、一方で受託収入は微々たるもの

のため能力を拡大させることが困難である。住民は廃棄物問題で政府と民間業者を責め、廃棄

物処理の費用負担増大には断固反対することも課題である。 
  現在の固形廃棄物分野での問題の根源は関係者間の協力の欠如にある、と固形廃棄物管理部

の担当は認識している。関係者の協力調整の場としては環境大臣が議長の調整会議があるもの

の、大臣レベルの政策上の調整が主たるもので、必ずしも現場レベルの調整がなされるわけで

はない。 
  JICA プロジェクトへは、地方政府が廃棄物処理を民間契約する際の技術ガイドライン等の策

定支援、及び固形廃棄物分野の戦略策定への要望が示された。またプロジェクトで実施する研

修は座学の講義形式だけではなく実務が入るべきで、例えば予算上承認された本来業務とリン

クさせるべきであるとの意見が示された。 

 
（4）Department of Hazardous Substance Management（有害物質管理部） 
  同部には有害物質管理、有害廃棄物管理、放射性廃棄物管理の 3 ユニットがあり、それぞれ
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①データ収集、②啓発活動、③能力向上（海外会議参加含む）の三つの活動を行っている（合

計九つの活動）。 
  現在の技術的な課題としては有害物質・有害廃棄物の検査で、化学的分野の学術的知見をも

った担当者が少ないため困難な状況がある。化学の知見の少ない担当者でも対応できるように

化学物質管理のガイドラインを作成することが必要である。 
  環境汚染物質排出移動量登録（Pollution Release and Transfer Register：PRTR）については UNEP

の支援を受け、不完全ながら実施している。また現在策定作業が進められている環境法典にも

明記されている。輸出入統計から対象物質（200 種類以下程度）の排出を算定している。一部

工場への排出推計、報告依頼も行っている。 
  今後の課題としては製品中の化学物質問題がある。現在、国際的な潮流のなかで製品中の化

学物質の扱いが問題視されていることも受け、環境省内で重要な問題になりつつある。 

 
  プロジェクトに対する要望としては次のアイデアが出された。 
・ 化学物質のインベントリー調査 
・ 水銀調査（小規模金鉱山によるもの） 
・ 製品中の化学物質問題について日本の取り組み紹介 
・ 廃棄物処理に関しては、日本など先進国企業の進出を促進するためのエコ産業投資フォーラ

ムの開催 
 
（5）Ⅾepartment of EIA（環境影響評価部） 
  環境影響評価部は環境保護総局内の最大の部で職員数も他部の数倍の規模である。内部の組

織は次の 10 の室（Office）からなる。 
① 総務 
② 法規制 
③ 研究開発（Research and Development：R&D）研修 
④ 住民参加 
⑤ EIA 審査  産業と公衆衛生 
⑥ EIA 審査  鉱山とエネルギー 
⑦ EIA 審査  農業と水資源 
⑧ EIA 審査  インフラと観光 
⑨ モニタリング 
⑩ 社会環境基金 

 
  環境影響評価部の活動は 12 項目で、以下のとおりである。 

① EIA に関する法規制の策定 
② EIA 職員の能力向上 
③ EIA レポートのスクリーニング、カテゴリー、委託事項（Terms of Reference：TOR）の

審査 
④ 現場踏査 
⑤ EIA レポートの審査 
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⑥ 環境管理計画（Environmental Management Program：EMP）のモニタリング 
⑦ EMP レポートの評価 
⑧ 社会環境基金による活動のモニタリングとフォロー 
⑨ 情報の共有と普及 
⑩ 法規制 
⑪ 環境基金への自発的拠出の促進 
⑫ 国内外での情報・意見交換 

 
  モニタリング活動については環境保護総局内で協働チームを編成する場合と環境影響評価部

が EMP のモニタリングを独自に実施する場合がある。多くの事業認可が EIA 認可なしで進む

ことについての改善に向けて、最近は環境省と関係省庁が 2 省間での相互確認（EIA なしで事

業認可しない）の合意を進めている。また、小規模事業（USD200万以下）については地方政府

に EIA の監督・審査権限が分権化されたことに伴い、環境影響評価部として既に地方政府など

外部関係者への EIA トレーニングを小規模であるが実施している。 
  なお、前述活動のうち環境基金はプロジェクト事業者が自発的に寄付する基金、社会環境基

金はプロジェクト事業者からプロジェクトの便益などから計算される一定額を強制的に拠出さ

せる基金である。後者については 2016 年末に政令で決定したところである。プロジェクトに対

する要望としては、環境影響評価内部の組織が四つのセクターごとの審査に分かれていること

に対応したセクター別のガイドラインが必要とのことである。また、別途 EIA の啓発活動は必

要である。研修については予算承認された活動に直接リンクした題材で行いたいとのことであ

る。 
 
（6）Department of Inspection & Law Enforcement（検査・法規制部） 
  主要活動は次の 3 項目である。 

① 部内人員のモニタリング、立入検査にかかわる能力向上 
② 工場立入による法規制。年間 20 から 30 工場に立ち入りしている。 
③ 汚染工場からの罰金徴収。2016 年は（11 月現在）2 億 3,100 万 riel（約 USD56,000）の

罰金を 11 工場から徴収した。なお、この罰金額が検査法規制部のパーフォーマンス指標と

もなっている。罰金は経済財務省 50％、環境省 50％で分けた国庫収入となる。環境省分に

ついては検査法規制部職員のインセンテイブとして給与に上乗せされる。罰金額は法律に

よる計算式で算出している。 

 
  工場立入検査ではチェックリストを作り、サンプルを採取して分析する。このときは水質、

大気部等の混成チームである。しかしながら、現在の検査・法規制部のスタッフは雑多な背景

をもつ職員の集まりで、工場立入、検査に必要な専門的知識、経験がないため研修は非常に重

要である。 
  プロジェクトの研修については、工場立入マニュアル等の作成とそれに合わせた工場の立入

実習の要望が出された。 
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（7）Laboratories（ラボラトリー） 
  本ラボは 2016 年 7 月のコンタクトミッション訪問時には全く稼働しておらず、支援の対象と

はなりがたい状況であった。しかしながら、同 11 月の本調査訪問時には改善をみせており、基

礎的な水質検査項目について継続的に検査を行っている状態であった。 
  ラボのトータルの実績は年間 500 検体ほどである（主に水試料）。このうち 2016 年では 146

検体が外部からの持ち込みに対応しての分析で、残りは環境保護総局としてのモニタリング活

動である。三つの地域、プノンペン、シアヌークビル、シェムリアップは環境保護総局の活動

範囲であるが、他の地域からは持込み分析での対応になる。本プロジェクトに対する要望とし

ては原子吸光分析法（Atomic Absorption Spectrometry：AAS）、ガスクロマトグラフィー質量分

析法（Gas Chromatography - Mass Spectrometry：GC-MS）、誘導結合プラズマ質量分析法

（Inductively Coupled Plasma - Mass Spectrometry：ICP-MS）に対する支援が出された。これにつ

いて今回はラボに対する本格支援は難しいこと、携帯型の簡易分析機等にとどまることを説明

し、携帯型機器を水質部等とシェアする支援を行うことで了解を得た。また、本格的な支援が

難しいようであれば、次の機材供与だけでも何とか検討できないかと切実な要望が出された。 
・ ホットプレート（500 度まで加熱可能なもの） 
・ ウオーターバス 
・ ラボ用 pH メーター 

 
  環境保護総局内の実情を概観した。なお、各部への質問票ではすべての部から人員、予算、

設備（車両含む）、技術的能力・経験の不足が大きな問題であると回答が得られているが、上記

では重複するのであえて触れていない。 
 
２－２ ステークホルダー 

２－２－１ 関係中央省庁 
本プロジェクトでは EIA に関して、次の中央省庁が密接な関係を有すると予想される。 
① 工業手工芸省（Ministry of Industry and Handicraft） 
② 鉱山・エネルギー省（Ministry of Mines and Energy） 
③ 農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries） 
④ 公共事業・運輸省（Ministry of Public Works and Transport） 
⑤ 国土整備・都市化・建設省（Ministry of Land Management） 
⑥ 水資源気象省（Ministry of Water Resources and Meteorology） 
 
今回調査では上記のうち、所轄範囲では民間事業主体による活動が主たるもので、その事業認可

と EIA の実態把握を目的として 2 機関を訪問調査した。以下に 2 機関でのヒアリング内容を記す。

なお、ヒアリングに際しては環境省と新たな技術協力プロジェクトを開始することと、そのために

EIA 関連のライン省庁との協力が必要ということで訪問の趣旨を説明した。 

 
（1）工業手工芸省 工業総局（General Directorate of Industry） 

1） 工業手工業省内での EIA 関連部局は科学技術部（Department of Technique, Science and 
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Technology：DTST）である。人員は 40 名で 六つの Office に分かれている 
① 科学技術（Science & Technology） 
② 技術移転（Technology Transfer） 
③ 研修（Training） 
④ 原材料（Raw Material） 
⑤ 産業安全（Industrial Safety） 
⑥ 産業と環境（Industry & Environment） 

2） 同総局産業・環境室（Industry & Environment Office）が EIA を所管している。また産業廃

棄物も所管している。人員は 7 名。産業廃棄物の所管については 2014 年の Law on 
Administration of Factory and Handicraft に明記されている。現在、この分野の Prakas を策定中

である。 
3） 外国投資プロジェクトの許可についてはカンボジア開発評議会が一元的に行っており、工

業手工芸省として詳細は把握していない。工業手工芸省の事業許可は次の 2 段階で行われる。 
① 工場設置の許可 
② 製造活動開始の許可 

製造開始の許可前には DTST の職員が現地調査及び書面で環境上の問題がないか確認して

いる。 
4） プロジェクトで EIA 啓発活動実施は賛成。工業手工芸省としても協力したいとのことであ

る。 
 

（2）鉱山・エネルギー省 鉱物資源総局（General Directorate of Mineral Resources） 
① 現在鉱物資源総局で管轄するプロジェクト概数は次のとおり。 
川砂採取プロジェクト 30 
海砂採取プロジェクト 10 
石材採掘プロジェクト 200 
金属鉱山プロジェクト 3（ただし、すべて F/S 段階） 

② 採掘面積が 1 ヘクタール以上のプロジェクトは地方政府環境部と公害防止協定

（Environmental Protection Agreement：EPA）を締結して事業開始、10～40 へクタールのもの

は、初期環境調査（Initial Environmental Examination：IEE）を実施、40 ヘクタール以上はフ

ルの EIA 実施としている。 
③ EIA なしで始まった事業は、1 年内に EIA 報告がなければライセンスを停止する。なお、

採掘ライセンスは 2 年間。 
④ 事業者がまず鉱区申し込みをすると内部スタッフによる事前の現地環境審査を行い、移転

問題や影響を受ける恐れのある住民への対応等を確認する。 
⑤ 金属鉱山については探鉱段階のライセンス（2 年間）と開発段階のライセンスに分かれる。 
⑥ 小規模鉱山（Family Mining）については大変管理が難しい。金採掘で水銀を使用している。 
⑦ JICA プロジェクトで EIA の啓発活動をするのはよい。是非協力したい。第一段階で鉱物資

源総局のスタッフにトレーニングを行い、第二段階で民間を呼びセミナーとしたい。環境省

からの一方的な情報伝達でなく、双方向で民間からも手続きなどの問題提起もできる場とし

たい。 
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⑧ 環境省スタッフの能力向上でパイロット的にEIA 実習するなら石材採掘案件を考えてほし

い。一緒に参加したい。 
 
  以上のヒアリング結果から明らかなように、事業許可の条件として EIA を実施しているわけ

ではなく、内部職員による簡単な現地踏査で環境上の問題把握を行っており、許可後に EIA を

実施するケースのほうが多いようである。ただ両機関ともに EIA の必要性は認識しており、本

プロジェクトで EIA 啓発活動を実施する場合には積極的に参加、協力したい意向が示された。 
 
２－２－２ カンボジア開発評議会（CDC） 
カンボジアへの投資に関する管理、評価、調整は、政府の執行機関であるカンボジア開発評議会

（The Council for Development of Cambodia：CDC）が所管している。図２－２に組織図を示す。 
 

図２－２ CDC組織図 

 
カンボジア開発評議会内には①カンボジア復興開発委員会、②カンボジア投資委員会、③カンボ

ジア経済特別区委員会の、三つの委員会組織が設置されている。このうち②のカンボジア投資委員

会の役割は適格投資プロジェクト（Qualified Investment Projects：QIP）（投資インセンテイブを受

けられる企業に発行される。最大 9 年間の法人税の免税や輸入品にかかる関税の免税措置が受けら

れるなどのメリットがある）にかかわる手続き関係である。カンボジア投資委員会の内局として環

境評価部が設置されている。本調査では同環境評価部へのヒアリングを行った。以下その内容であ

る。 
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環境評価部の人員は 6 名で任務としては次のとおりである。 
・ 新規投資案件、あるいは拡張案件に関して調査を他省庁と協力しながら行う。 
・ 操業中の工場の立入検査（単独で行う）。2016年は20～30工場 
・ 投資家と環境省との間の連絡調整 
・ 公害を引き起こした工場への罰則適用 
QIP のすべてが EPA や EIA を要するわけではなく、特定の事業のみに課せられる。EIA が求め

られる事業は、環境影響評価部が年間把握している範囲で 20～30 件程度、EPA も含めるとレビュ

ーする件数は、約 100 件程度である。なお、環境影響評価部では EIA は本来案件許可前に行うべ

きものであると認識しているが、CDC では外国直接投資（Foreign Direct Investment：FDI）を遅延

させない事を優先しており、許可前でなく許可後に EIA を行う、あるいは環境影響評価部が調査

を行うことが通常となっている。環境影響評価部の認識ではカンボジアにおける EIA の最大の問

題は EIA 作成後のフォローアップで、事後のモニタリングが欠如していることである。 

 
２－２－３ 工業団地開発業者 
前項 CDC の中で触れたカンボジア経済特別区委員会は、経済特別区（Special Economic Zone：

SEZ）工業団地による産業集積地を中心とした地域産業を開発することで、積極的な外資誘致政策

を展開している。特にインドシナ南部経済回廊、またシアヌークビルという物流拠点を中心に開発

が進められており、これらの拠点には従来主要産業であった縫製業以外の産業が参入してくる可能

性が高い。 
工業団地は外資誘致による産業開発の点でも、また工場の集積による環境問題の点でも非常に重

要である。この観点からプノンペン経済特別区で工業団地を開発、運営している企業よりのヒアリ

ングを行った。下記にその内容を記す。 
・ 現在入居企業は 81 社、うち非製造業が 5 社。日系は 45 社である。稼働している工場は 60
社。タイの自動車関連産業の進出を期待しているがなかなかない。 

・ 工業団地開発に伴う EIA 取得の経緯について下記のとおりであった。 
2006 年 会社設立 
2007 年 インフラ工事開始。フェーズ I で 140 ヘクタール。2008 年 8 月完成。この時点で

環境省より EIA を受けるよう指示。民間コンサル 2 社から見積もりをとるが、2 社

とも同じ金額を提示し、高額だったため保留となった。 
2010 年 ISO14000 取得、中央廃水処理施設も設置 
2013 年 総選挙がありフンセン首相への批判票多く、環境大臣交代。新大臣のもと再見積を

とると、以前の見積もりよりも安価な金額となった。 
2015 年 EIA 開始 
2016 年 12 月 1 日 EIA 承認。EIA 承認前に、環境省よりレターあり。環境社会基金に 10 年

間にわたり一定金額を寄付することを条件に承認するとのレター。法的根拠が明確

でないので各種調査していたところ、最近になって政令が承認された。 
・ 現在困っている主な点は二つある。一つは非有害産業廃棄物の処理。民間と個別企業が契約

しているが収集などのサービスが悪い。もう一つは EPA の中で EMP を作成することになって

いるが、その手順など具体が不明であること。環境省が見本など開示してくれないので手探り

状態である。 
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以上のように制度面の不備という経緯はありながらも、EIA の承認は事業開始後 10 年ほどが経

過した時点であった。ただ EIA の承認とは別に工業団地として ISO14000 取得、中央廃水処理装置

設置など環境面の対応を進めており、先進的なモデルとしてプロジェクトでも協力関係をもつこと

が有用と考えられる。また、環境省が各種の情報、データを開示して透明性を高めることが重要で

あることが確認できた。 
 

２－２－４ 地方政府（プノンペン都及びシアヌークビル州）環境部 
カンボジアの環境行政の将来を考えるうえで地方政府の環境部の役割は極めて重要である。本調

査ではプノンペン都及びシアヌークビル州の 2 カ所の環境部で訪問ヒアリングを行った。下記にそ

の内容を記す。 

 
（1）プノンペン都環境部 

・ プノンペン都環境部は職員数 65 名（うち 6 名は女性）。年間予算は 13 億 riel=US$310,000
（ただし、人件費込み）。 

・ 七つの内局がある。 
① 総務 
② 計画・法規制 
③ EIA 
④ 環境管理 
⑤ 自然資源保護 
⑥ 廃棄物管理 
⑦ 環境教育 

・ 組織図的には 2017 年以降完全に市役所の内部組織となる。これに加えて 12 の Khan（区）

事務所がある。 
・ 毎年 10～14 件の EIA レポートを受領する。セクターは雑多である。すべて投資額 200 万

ドル以上であるので、同部としてはコンサルテーション会議を行い、情報収集して環境省に

あげるまでが役割。同部で EIA レビューまでをするケースはほとんどない。同業務に関する

問題意識はあまりない。 

 
（2）シアヌークビル州環境部 

・ 環境部は職員数 23 名、年間予算は 2,000万 riel=約 USD5,000（人件費別）。 
・ アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）の EIA 研修には職員が 1 名参加した。

所長自身も環境省の EIA 研修に参加した。講師は民間コンサルタントだった。環境省では数

日間講義中心の研修であった。 
・ 今までいろいろな EIA 関連研修に参加したが、いまだにするべきこと、内容が明確になっ

ていない。それぞれの研修が有益であったことは確かだが、自分たちで EIA 関連業務ができ

るようになるには更に何が必要なのか、今までの研修に何が欠けていたのかは明確でない。

JICA で研修をするなら是非役に立つものにしてほしい。多くの研修では講義のみが多いが、

必要なのは実経験である。 
・ 例えば環境省の環境影響評価部と当環境部の人員の短期交換プログラムで OJT をすれば互
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いに資するところ大であろう。 
 

以上のように､同じ地方政府環境部といえども、その内情には大きな差があり、一般化すること

は危険である。ただ中央のプノンペン都であっても、地方で EIA を監督するケースはあまりない

ようである。地方政府職員の研修内容を検討するには、プロジェクト開始後に個別の地域ごとに丁

寧なニーズの把握が必要である。 
 
２－２－５ カンボジア標準研究所（ISC） 
カンボジア標準研究所（Institute of Standards of Cambodia：ISC）は工業手工芸省の傘下にあり、

カンボジア国内の標準・基準を扱う唯一の機関である。本調査で対象としたのは環境省で定める環

境基準、排出基準の国家基準化についての道筋の明確化、並びに国内ラボの精度管理に関連してい

るためである。以下にヒアリング内容をまとめる。 
・ ISC はカンボジア国内で唯一国家標準・基準を定める機関である。環境省が環境基準を定める

なら次のプロセスが必要である。 
① 環境省大臣から工業手工芸省大臣へのレター送付、環境基準案を添付 
② 技術委員会で審査 
③ 最低 2 カ月間かけてパブリックヒアリング 
④ 国家標準審議会で決定 
⑤ 国家基準として認定 

国家の基準の設定ということで、かなりの期間が必要であることは当然であると ISC では

考えている。 
・ 基準という名前でなく、目標値、規制値などの名前であれば上記のプロセスで国家基準化の必

要はない。ただ ISC としては国家基準化を勧める。 
・ 基準値の設定とともに測定法も合わせて示さなければならないが、現状 ISC ではそこまでの

作業はしていない。 
・ 現在 ISC はカンボジア国内での ISO9000、14000 の認証を行っている。ISC のラボ自体は最近

カンボジアで唯一ラボの認証である ISO17025 を取得したところである。ただカンボジアの他の

ラボの認証を始めるまでには、相当の期間が必要である。 

 
以上のように環境基準、排出基準の国家基準化は望ましいものの、相当の時間と労力が必要と思

われる。また基準化とともに設定すべき測定法の内容についても ISC の問題意識はそれほどない。

国内ラボの精度管理、認証についても早急に ISC が作業を進められる状況ではない。当面様子を

見つつプロジェクト実施で更なる情報交換を行うのにとどめるのが妥当であろう。 
 
２－２－６ カンボジア工科大学（ITC） 
カンボジア工科大学（Institute of Technology of Cambodia：ITC）はカンボジア国内でエンジニア

を養成する国内最高峰の機関として位置づけられる。日本は ITC に対して下記のような継続的な

支援を行ってきた。 
・ アセアン工学系高等教育ネットワーク（SEED-Net）プロジェクト（技術協力。第一フェーズ：

2003～2008、第二フェーズ：2008～2013 年） 
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・ カンボジア工科大学教育能力向上プロジェクト（技術協力。2011～2015 年） 
・ カンボジア工科大学施設機材整備計画（無償資金協力 2013～2014 年） 
また 2016 年現在、地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development：SATREPS）では、ITC を主要な C/P として、「トンレサップ

湖における環境保全基盤の構築」プロジェクトを実施中である。 
本調査では環境省が新たな環境問題に対応するために ITC と協働関係を行えるか、特に大気汚

染分野での PM（粒子状物質）問題について確認のための訪問となった。今回の訪問で面談したの

は、同上 STAREPS 案件の C/P である環境工学部門の長である。 
結果として、ITC としては協力に前向きであること、環境省職員は現環境保護総局長を含めて多

くが ITC の卒業生で人脈もあること、また PM 問題については既に研究実績があることが判明し

た。ただし、プロジェクトとしては大きな資金支援は不可能であること（学生のアルバイト代程度

にとどまる）、情報管理には留意が必要であること（同意なしに学会発表などを行わない）、プロジ

ェクトで環境省に供与予定の携帯型測定器は貸与可能であることなどの説明確認を行った。 

 
２－２－７ ローカルコンサルタント 
カンボジアにおける EIA 作成は現場ではローカルコンサルタントが担っており、その現状把握

のため､及び現地再委託の可能性を把握するために E&A コンサルタント社を訪問した。なお、環

境省では EIA を実施するローカルコンサルタントの登録を行っており、2016 年末現在、E&A コン

サルタント社を含む 13 社が登録されている（付属資料 1 のリスト参照）。 

 
訪問した E&A コンサルタントは正職員 25 名、そのほかに外部の専門家、臨時職員を擁してい

る。同社は環境保護総局の環境影響評価部の推薦により訪問したので、おそらくは他の会社も同様

か、あるいはより小規模であると推定される。EIA に関して十分な経験、知識を有すると思われる。 
現地再委託にかかわる内容については技術的に十分可能であるとのことで、料金は環境省でカテ

ゴリー、規模に応じた標準料金表があるとのことであった。 

 
２－３ ドナーと関連プロジェクト 

カンボジアにおいては多くのドナーが支援活動を行っており、支援の重複を避け、また支援の有効

性を高めるためのドナー間調整は極めて重要である。ここでは環境省に対して支援実績のある主要な

組織として次の 4 組織について調査を行った。 

 
２－３－１ 国連開発計画（UNDP） 

UNDP は国連組織における技術協力の中核機関で、国連内の開発支援の調整者でもある。現在

UNDP は環境及び統治改革プロジェクト（Environmental & Governance Reform Project）として環境

分野での支援を行っている。これは次の 4 コンポーネントに分かれている。 
① 環境省の組織能力向上。2023 年までの 7 年間の行動計画の策定と自然保護総局の能力向上の

二本立てで、前者は 2017 年前半にコンサルタントが作業開始予定で、後者は既に 2016 年末時点

でカナダ人コンサルタントが現地入りしており、現在キャパシテイーアセスメント中である。1
年半の支援を予定している。 

② 持続可能な開発国家会議（NCSD）への支援。これは大臣レベルの各省庁調整会議で 2015 年 7
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月に設置され運営開始している。事務局は 100 人レベルの体制である。 
③ 環境関連の法規制の上位包括的な位置づけとなる環境法典（Environment Code）策定支援。2016
年 12 月末に最終ドラフトが作成された。その後、法律専門家会議を経て閣僚委員会で承認し、

2017 年 4 月の国会で成立をめざしている。 
最終ドラフト（418 ページ）の内容（目次）は下記のとおりである。 

 
Table of Contents 
Book 1  General Provisions 
Title 1 General Provisions 
Title 2 Organization of Jurisdictional Institutions / Jurisdictional Issues 
Title 3 Public Participation 
Title 4 Access to Environmental Information 
 
Book 2  Environmental Assessment and Monitoring 
Title 1 Risk Assessment 
Title 2 Strategic Environmental Assessment 
Title 3 Environmental Assessment 
Title 4 Environmental Audits, Monitoring and Reporting 
 
Book 3  Environmental Management and Sustainability Mechanisms 
Title 1 Disaster Risk Reduction and Management 
Title 2 Climate Change 
Title 3 Sustainable Consumption and Production 
Title 4 Environmental Land Use Planning and Sustainable Cities 
Title 5 Sustainable Tourism 
Title 6 Sustainable Energy 
Title 7 Responsible Extractive Industries 
 
Book 4  Sustainable Management of Natural Resources 
Title 1 Biodiversity Conservation Corridors and Protected Areas 
Title 2 Management of Biodiversity Conservation Corridors and Protected Areas 
Title 3 Collaborative Management of Natural Resources 
Title 4 Sustainable Forest Management 
Title 5 Wildlife Protection, Conservation and Management 
Title 6 Protection of Threatened Plants and Ecosystems 
Title 7 Coastal Zone Management 
Title 8 Sustainable Water Resources Management 
Title 9 Sustainable Fisheries 
 
Book 5  Cultural and Natural Heritage Conservation 
 
Book 6  Waste and Pollution Management and Sustainable Production 
Title 1 General Obligations for Pollution Control 
Title 2 Environmental Quality Standards  and Effluent Standards 
Title 3 Environmental Pollution Check and Inspection 
Title 4 Management of Hazardous Substances 
Title 5 Waste Management 
Title 6 Water Pollution Control 
Title 7 Air Pollution Control 
Title 8 Noise and Vibration Control 
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Title 9 Restoration of Contaminated Sites 
Title 11  National Pollutant Release Transfer Registry 
 
Book 7  Environmental Education and Awareness 
 
Book 8  Economic Measures, Accounts, Fees, and Funds for the Environment 
Title 1 Economic Measures and Accounts 
Title 2 Environmental Fees, Funds and Fund Management 
 
Book 9  Environmental Offenses, Enforcement and Remedies 
Title 1 Environmental Offences and Penalties 
Title 2 Investigation, Enforcement and Remedies 
Title 3 Restoration and Compensation for Harm to the Environment 
 
Book 10  Transitional Provisions  
 
Book 11  Final Provisions 

 
コードにおいては多くの下部法令やガイドライン類が必要となっているが、UNDP は環境大臣

とも協議のうえ実施に向けた継続支援を行う予定で予算も確保している。なお UNDP による本

環境法典に対する支援は一部日本政府からの拠出金により行われている。 
④ 包括的生態系地図作成（Integrated Eco System Mapping）支援。自然資源に関する情報をマッピ

ングするもので環境省内の知識情報サービス総局（General Directorate of Knowledge and 
Information Services：DKIS）が C/P 組織である。本地図に含まれる内容は土地利用区分、保護地

域、森林資源、漁業資源、水資源、鉱山、ダム等を地理情報システム（Geographic Information 
System：GIS）上で重ね合わせたもので、環境管理と土地利用計画の連携を強化する狙いがある。

C/P となる知識情報サービス総局は内局に GIS 部、環境教育部、環境情報普及部等を有し環境に

かかわる知識、情報の発信を役割としている。 
 

付属資料 4 及び 5 として UNDP より受領した同上環境と統治改革プロジェクトに関する説明資

料（パワーポイント）と国家環境戦略と行動計画（NATIONAL ENVIRONMENT STRATEGY AND 
ACTION PLAN：NESAP）2016-2023（公開版）を添付する。 

 

２－３－２ アジア開発銀行（ADB） 
大メコン河流域圏はアジアでももっとも経済発展の進む地域であるが、一方で環境の悪化が懸念

されている。そこで 2005 年に流域 6 各国（タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマー、

中国）によって大メコン川流域圏－コア環境プログラム（Greater Mekong Sub-region-Core 
Environmental Program（GMS-CEP））が設置された。本プログラムは 6 カ国の環境大臣による監督

の下、ADB によって運営されている。 

 
また同プログラムではその活動の一環で EIA にかかわる能力向上支援を行っており、カンボジ

アについては下記のような支援を実施し、また実施予定である。 
① カンボジア セーフガード支援（2015-2016） 
  カンボジアにおけるEIAの現状を把握し、改善のための行動計画を策定した。この計画には能
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力向上プログラム、啓蒙活動、エネルギーと鉱山分野におけるパイロット的戦略的アセスメント

調査、及びEIAモニタリングの改善が含まれている。 
② 2015年11月にシェムリアップ及びシアヌークビルにおいて60名の地方政府職員にEIA報告書

のレビューについて3日間の研修を実施 
③ 2016 年 9 月にラタナキリにおいて 48 名の地方政府職員に同様の研修を実施 
④ 2016 年 5 月にシェムリアップにおいて全国の地方職員 60 名に対して環境管理計画実施時の規

制遵守のモニタリング能力向上の支援を実施 
⑤ 2017 年前半には戦略的環境アセスメントについての支援を実施予定。また、地方での EIA レ

ビュー研修を 1 回実施する可能性もある。これをもって EIA に関する支援は完了 
 
付属資料 6 に上記研修で用いられたプログラム概要と教材を添付する。そのほかに環境管理分野

では IPPS（産業公害予測システム：Industrial Pollution Projection System）モデルの適用の支援を行

った（同モデルは産業ごとの概略の汚染物質排出を予測し、汚染の程度を推定するもの）。 
なお、ADB による当該分野の支援は主に GMS-CEP が行っており、ADB カンボジア事務所の関

与は限定的である。 
 

２－３－３ 米国国際開発庁（USAID） 
米国国際開発庁は UNDP が実施している「環境及び統治改革プロジェクト」のうち環境省の能

力向上支援及び持続可能な国家開発評議会支援の両コンポーネントに資金拠出を行っている。また

本事業の C/P 機関である環境保護総局については、USEPA（米国環境保護庁）との人事交流プロ

グラムを計画している。 
 
２－３－４ Oxfam 

Oxfam は、NGO として環境省に対して石油及び鉱山開発分野での EIA ガイドライン策定を行っ

た。今後の支援予定はない。 

 
２－４ 課題と対応 

以上概観したようにカンボジアにおける環境省の現状は、制度的にも体制・組織的（人材、予算、

設備等）にも大きな課題を有している。ただ単純にこれらの問題点をここで羅列することはあまり建

設的ではないと考え、ここでは本プロジェクトで対応を予定する優先課題に焦点を当てて具体的に議

論を進める。環境保護総局の役割を大きく二分割すると一般的な環境管理と EIA（事業認可、開始前

の予防的環境保全）となろう。それぞれが抱える課題は異なると考える。 
 
２－４－１ 環境管理における優先課題 
（1）短期的課題 
  前述のように制度、人材、予算、設備等で多くの問題があり、これは大気騒音、水質、固形

廃棄物､有害物質、ラボラトリーの各部で共通している。短期的には、規制的手法（Command and 
Control）の実施に伴う内部職員の基本的な能力向上支援を進める必要がある。具体的には法規

制の整備、ガイドライン類の策定支援、また現場におけるモニタリング、工場立入検査でのモ

ニタリング能力の向上である。ただすべての分野を支援する全方位展開は大きなリスクを伴う。
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したがって、限定された期間と投入の中で明確な成果を得るために、優先的に取り組む分野を

絞り込み、段階的なアプローチをとることが必要である。 
  今回の協力では、他の JICA 協力案件との相乗効果の観点から、優先分野として水環境の分

野に支援を集中させることが望ましい。また段階的なアプローチとして、高度なラボラトリー

分析を必要とする微量有害物質による公害問題ではなく、まずは基本的な有機汚濁の問題に対

応すべきである。 

 
（2）中長期的課題 
  中長期的な観点からは、かなりの長期にわたって環境行政にかかわるマンパワー不足（特に

地方において）が予見される。この問題に対する正攻法は地道に地方人材を養成していくこと

であろう。プロジェクトを通じて能力向上を進めた環境省職員が次の段階として地方人材の研

修を行うことになれば理想的であり、そうした動きに対する支援も重要である。 
  一方、他の途上国における経験から、地方人材の能力向上には相当の期間が必要であり、こ

のマンパワー不足の状態は同様に相当長期にわたるとも危惧される。逆に言えば、マンパワー

を必須とする規制的手法のみに環境保全を頼ることは、多くの点で限界があろう。中長期的に

は非伝統的な手法（経済的手法等）を積極的に取り込み、具体化を進める必要があると考える。 
  非伝統的な手法の中でカンボジアの現状から最も期待できるのは、単純な経済的手法ではな

く、情報公開をベースに住民・市民の参加を進め社会的圧力を形成し、これによって事業者の

自主的な管理、汚染削減努力を促すプロセスである（例えば、PRTR 制度）。また、環境マネジ

メントシステム（EMS）は事業者の自主的な努力を担保する手段として有効であると考えられ

る。これらへの対応として本プロジェクトでも限定的な投入（例えば、講義等の啓発）あるい

はパイロット的な情報公開で布石を打つことも有用と考える。 
  また短期的な観点での段階的アプローチと表裏一体であるが、次の段階に進む自立的なメカ

ニズムをどう構築していくかも課題である。環境問題には常に新しい汚染物質、汚染問題が発

生しており、これらに自立的に対応できない限り常に外部からの支援頼みとなる恐れがある。

日本では新たな環境問題には国立環境研究所のような組織が研究課題として対応するが、カン

ボジアでそのような組織を新規に設置することは極めて困難であり、また、環境保護総局の人

員が本来の規制・管理業務を削って研究するのも課題が残る。一案はカンボジア国内の研究機

関との協働の枠組みを構築することで、前述した ITC はその有力候補である。こうした協働の

枠組み構築支援も将来の布石として有用であると考える。 
  最後の課題として環境質の測定データの精度管理問題がある。環境行政には正確な環境モニ

タリングデータが不可欠であるが、現状カンボジア国内では環境省のラボラトリーの問題に加

えて、多くの民間ラボの精度管理が放置状態にある。最悪のケースでは民間ラボの数値が「作

られる」恐れもあり、そうなると環境行政の根本が揺らぐことにも成りかねない。残念ながら

本課題はプロジェクトでも直接の対応が困難であり、当面は解決策を検討してゆくにとどまら

ざるを得ない。 
 
２－４－２ EIA における優先課題 
（1）短期的課題 
  環境保護総局環境影響評価部職員の EIA レビュー作業がより的確に、より迅速に行われるよ
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うになるような能力向上が必要である。他ドナーによる EIA 関連研修も実施されているが、参

加経験者の中には実務能力向上が感じられないとの感想をもつ者もいる。おそらくは既存の研

修が EIA の「手続き論」に重点があることが原因でないかと推察される。本プロジェクトでは

「手続き」にとどまらず、多くの事業がもたらす環境インパクトのプロセス、またその軽減対

策という「中味」に研修の重点を置くことが望ましいと考える。EIA に関する各種の判断基準

を明確にすることも、EIA の的確迅速性、透明性の向上に必須である。また EIA の作業全体を

民間コンサルタントと共同実施・経験することも検討すべきである。自らが経験したことのな

い作業の報告書を的確に迅速にレビューすることは困難だからである。 

 
（2）中長期的課題 
  EIA にかかわる本質的な課題は、多くの（ほとんどの）事業が許可前、あるいは開始前に EIA

を実施しておらず、事後的に EIAが行われており、本来の予防的な観点が欠けている点にある。

例えば、プノンペン経済特区の工業団地については 2008 年にインフラ建設が始まり、2016 年

時点では既に 80 社が進出する一大工業地帯として発展しているが、EIA の認可がなされたのは

2016 年 12 月である。 
  これは歴史的、制度的な経緯（EIA が制度として確立する以前に直接外国投資を優先的に受

け入れてきた）もあり、環境省自体のみが抱える問題とはいえない。したがって、この問題の

改善にはそれぞれの事業許可、監督を行う関係省庁との協力が不可欠であり、環境保護総局環

境影響評価部の能力向上だけでの解決あるいは改善は困難である。しかしまた、EIA 部の能力

向上なしには関係省庁からの信頼性を高めることも困難であると考える。すなわち現状は 

「EIA に関する能力不足 → 迅速的確な EIA の欠如 → EIA に時間・手間が掛かりすぎる 

→ EIA が事業認可前に実施されない」というネガテイブなループに陥っている恐れが高い。

ここでは短期的課題と中長期的課題を組み合わせ、関係省庁との共同での事業者及び社会全般

を対象にした「EIA 啓発プログラム実施」が有用な取り組みと考えられる。 
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第３章 技術協力プロジェクトへの提言 

３－１ 基本方針 
本プロジェクトはわが国がカンボジアの環境省に対して行う、最初の技術協力である。環境省は人

材、予算、設備等で能力不足の状態であり、本協力をもって一足飛びにすべてが改善するとは期待で

きない。したがって、段階的な能力向上アプローチが必要である。例えば、実施に多くの困難を伴う

過大なガイドライン類を策定するといった協力は避けるべきである。また能力向上のための研修も、

形式的な研修の実施ではなく、現状の課題解決、すなわち日々の実務で役立つことを第一とする。す

べての活動に「優先度」を意識することが必要である。 
環境省は事業官庁でなく、企画調整が主たる役割であることから、外部の関係者との協働のなかで

こそ能力向上があることを意識し、内にこもらない活動が必要である。この観点で本プロジェクトの

上位目標、またプロジェクト目標では外部関係者からの評価の向上が指標として組み込まれている。 
 
３－２ 支援・協力内容 

３－２－１ 上位目標 
【環境保護と天然資源管理を効果的・効率的に遂行する環境省の組織的・技術的能力が開発され

る。】 
 

指標） 
環境省の環境保護にかかわる業務が利害関係者（地方行政、民間事業者、住民・NGO 等）よ

り、プロジェクト開始時のベースライン調査の結果より高い評価を得る。 
 

３－２－２ プロジェクト目標 
【EIA と水環境に重点を置いた環境保護総局による環境公害防止、削減、改善のための能力が強化

される。】 
 

指標） 
① 環境省環境保護総局の EIA にかかわる業務について、プロジェクト開始前より事業官庁か

らの信頼度が上がる。 
② 環境保護総局の透明性向上のために情報公開が行われる。 

 
３－２－３ 成果 1 
【環境管理の準備段階としての EIA と実施段階としての水環境管理に関する法規制文書が改定さ

れ承認に向けて手続きが進む。】 

 
成果 1 については「産業廃水処理管理」にかかわる法規制策定の支援を行う。法制度序列とし

ては政令（Sub-Decree）あるいは省令（Prakas）レベルであり、閣議による承認あるいは環境大臣

の承認が必要となる。プロジェクトの出口は最終的な承認でなく、内部的に合意された文書が承認

に向けた手続きに入るまでとする。支援の方法としては専門家による日本における同上分野の法規

制について講義形式で説明を行い（後述成果 3 の一部として）、それを受けて C/P が文書化を進め、
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またその過程で質疑応答を行うという内容を想定している。またその一環として、必要に応じて現

行「EIA」法等についても質疑応答することを想定している。 
カンボジア側からは「産業廃棄物管理」「有害廃棄物管理」「大気汚染管理」の 3 分野についても

支援要請がある。これらの分野については同様な形式で講義説明は行うが、文書化された政令ドラ

フトまでの作業は成果として含めない。 
なお、C/P による文書化が困難あるいは大幅に時間が必要と判断される場合には、カンボジア国

内の法律専門家あるいはコンサルタントを一時雇用あるいは再委託して C/P の作業を支援するこ

とも検討する。 
また、これらの文書化の過程では外部ステークホルダーとのコンサルテーション会議を定期的に

行い、関係者の意見を取り入れながらの作業を行うものとする。 

 
３－２－４ 成果 2 
【EIA と水環境に重点を置いた環境保護に関連した技術事項と手続きが明確になり、環境省内及び

関連する事業官庁間で共有される。】 
成果 2 としては現時点では次の内容を想定している（詳細はプロジェクト開始後 C/P と議論し

て最終決定する）。これらは政令、省令の一段階下部で規制実施に必要な内容であり、これらの内

容が環境省内外の関係者間で共有されることを成果とする。 
① EIA 一般ガイドライン 
② EIA に関する各種判断基準（EIA 必要性の有無等） 
③ EIA セクター別技術資料 
代表的な環境インパクト及びその対策のプロセスを説明。セクターとしては次の 8 分野を想定。

農業、水資源、産業、保健衛生、鉱山、電力、インフラ、観光。なお、C/P からは次の内容を含め

るよう要請がある。 
・ ビル建設に伴う品質、安全性、廃水処理設備に関する技術資料 
・ 川砂採取事業に伴う河岸保全の技術資料 
・ 花崗岩・セメント材採掘における騒音・粉塵・大気汚染対策及び同事業の景観保全のための

セミオープンカット鉱山に関する技術資料 
④ 工場立入検査マニュアル 
⑤ 廃水処理ガイドライン（行政担当者向け及び事業者向け） 

 

またこれらの文書化の過程では外部ステークホルダーとのコンサルテーション会議を定期的に

行い、関係者の意見を取り入れながらの作業を行うものとする。 

 
３－２－５ 成果 3 
【環境保護総局全体として、また内部の各部の環境管理に関する基礎的な知識と技術が獲得され

る。】 
成果 3 の研修プログラムについては講義形式の座学と実務演習（野外作業、パイロット事業等）

の組み合わせで行う。また成果 1、及び成果 2 と有機的に連携する形になるように配慮する。現時

点では次の内容を想定している（詳細はプロジェクト開始後 C/P と議論して最終決定する）。 
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（1）講 義 
① 産業廃水処理管理 

日本の水質汚濁防止法及び関連の規制の説明講義。 

② 産業廃棄物管理 
日本の廃掃法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）及び関連の規制の説明講義。 

③ 有害廃棄物管理 
同上②と合わせての説明講義。 

④ 大気汚染管理 
日本の大気汚染防止法及び関連の規制の説明講義。 

⑤ EIA（一般）レビューとモニタリング 
EIA 全般について、また特にレビュー方法、モニタリングについての説明講義。 

⑥ EIA（セクター別インパクト分析） 
農業、水資源、産業、保健衛生、鉱山、電力、インフラ、観光のセクターについて、それ

ぞれの代表的な事業プロセスが与える環境インパクト及びその低減対策について講義を行う。 
⑦ 水質汚濁対策 

水質モニタリングの概論、BOD による水質汚濁モデル､及び廃水処理施設について講義を

行う。 

⑧ 工場立入検査 
工場立入検査の概要、手順、技術面の留意事項などについての講義を行う。 

⑨ GIS・データベース 
GIS・データベース技術の概要、応用についての講義を行う。カンボジア国内のリソース

を活用することも可能とする。 

⑩ 新たな環境問題とその対応策（PM 等） 
今回重点的な支援を行う基礎的な水分野以外の環境問題で､今後対応が必要な課題につい

てその概論、対応策を説明講義する。具体的なトピックは C/P と協議のうえで選定する。PM10、
PM2.5 については含める。 

⑪ 産業界の自主的管理促進策（PRTR、EMS 等） 
産業界の自主的な管理促進の方策についての説明講義を行う。内容としては PRTR 制度、

環境マネジメントシステム（エコアクション 21 等）を含むものとする。また途上国における

それらの取り組みについても紹介する。 
 

（2）実務・パイロット事業等 
① EIA 啓発活動（セミナー開催と啓発マテリアルの作成配布） 

EIA にかかわる啓発活動を関係省庁と協力しながら行う。具体的には関係省庁担当者を対

象にしたワークショップ、また各所轄の民間業界を対象にしたセミナー、また一般市民を対

象にした啓発マテリアルの作成と配布を行う。またこの一環として EIA 関連資料、提出書類

の書式などを環境省サイト WEB 上に格納し、一般向けに情報開示を進める。 
② EIA 実習及び EIA レビュー実習 

現地ローカルコンサルタントへの再委託により EIA を実施（可能であれば実案件について

事業主体と協力しながら実施）する。C/P と専門家が同作業に参加しながら共同で実施する
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ことにより、C/P が実 EIA 作業を経験することができる。その後同 EIA のレビュー研修を実

施する。 
③ 地方職員に対する EIA 研修（第三年次） 

第三年次にEIA部職員を講師にした形で地方政府環境部職員を対象にしたEIAレビューに

関する研修をパイロット的に行う。 

④ 携帯機器を活用した水質モニタリング（プノンペン周辺）とデータの評価 
携帯型現場測定器を調達し、その原理、使用法について研修を行う。その後同機器を用い

てプノンペン周辺における水質モニタリングを実施する。モニタリングの項目、場所、規模

（モニタリング数）については C/P の本来業務の計画にプラスアルファのレベルとする。項

目は次の 7 項目を想定している。pH、TDS、COD、BOD、T-P、T-N と Cr（VI）。また得られ

たデータについての評価を行う。なお、現場測定の性質にかんがみ公定法（カンボジアにお

ける分析測定の公定法、整備されていなければ、例えば“Standard Method of Water and 
Wastewater Examination”による方法）でない測定法も検討する。ただし、その場合は初期調

査分についてラボ分析との比較検証を行う。評価は通常の統計的手法（異常値の検出）、地図

上の分布、経時変化の分析、基準との比較等を含む。なお、携帯型 測定器の供与にあたって

は、プロジェクト期間に実施するモニタリング個数に留意し、試薬、消耗品、アクセサリー

類についても必要数を合わせて調達するものとする。また、作業効率などを勘案し、測定器

を複数ユニット調達することも検討する。 
⑤ 水質汚染源調査とマッピング 

プノンペン周辺の水質汚染源について調査を行い、マッピングする。対象汚染源は廃水処

理装置の設置が義務づけられている事業所等とする。なお、本調査では汚染源の位置、名称、

廃水処理装置設置の有無、また可能であれば概略の廃水量と汚濁濃度の把握にとどめ、精緻

な汚濁インベントリー調査までは見込まない。調査の対象事業所の概数は 500 程度と想定す

る。現地再委託によるローカルコンサルタントの活用を見込んでいる。 
⑥ 工場立入検査実習 

廃水処理装置の廃水モニタリングを主眼とした工場立入検査の実習を行う。処理装置を検

査時にのみ運転するような事業所への対応法も習得させる。可能であれば、日系企業などか

ら協力工場を得て実施することが望ましい。 
⑦ 水質汚濁モデリング 

同上の④、⑤で得られたデータを元に水質汚濁のモデリングを実際に行う。また必要に応

じて現地で補足測定を行う。モデリングの対象はプノンペン全域ではなく、限定された地域

内のモデル河川で、対象項目は BOD、あるいは電気伝導率（Electrical Conductivity：EC）等

基本項目とする。簡易なモデルで基礎的な原理を習得することを目的とする。高度なソフト

の使用法の習得が目的ではない。 
⑧ 汚染源とモニタリングデータの GIS 化と WEB での一般公開 

同上の④、⑤で得られたデータを統合して GIS 化する。またこれを環境省のサイト WEB
上で公開できるようにする。公開に含む汚染源データの範囲について C/P 側と十分に議論す

る。 
⑨ 国内研究機関（ITC 等）との協働枠組みの構築及びパイロット研究としての PM10、PM2.5
概況調査 
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国内研究機関（現時点で ITC を想定）と協力関係を構築する協議を行い、そのパイロット

として PM10、PM2.5 の現状把握調査（プノンペン都）を実施する。具体的にはプロジェク

トで環境省に PM10、PM2.5 が測定可能な携帯型測定器を調達し、その使用法等について C/P
並びに ITC 関係者に指導したあと、同測定器を ITC に対して環境省より貸与する。ITC は測

定器を活用し、プノンペンにおける現状把握の調査を行う。プロジェクトからは同調査に従

事する学生などに対する少額の経費負担を想定している。 

⑩ 企業による連続廃水あるいは排ガス連続監視パイロット 
現在、環境省では事業所への連続廃水あるいは排ガス監視装置の設置を義務づける規制を

検討しており、その一環で某火力発電所と協議を進め、火力発電所側ではこれを受け自主的

に排ガス監視装置の設置を進めている。本プロジェクトではその排ガス監装置からのデータ

をオンラインで環境省内でモニタリングができるよう予算面での支援を行う。これを企業の

連続廃水、排ガス監視のパイロットと位置づけ、各種の施策検討に生かすことを想定してい

る。 

 
３－３ 投 入 

３－３－１ 要員構成 
本プロジェクトの実施する専門家の構成は図３－１のように想定される。総括の元に EIA 及び

環境管理分野の副総括格の専門家を配置し、それぞれの下に個別分野専門家が配置される。法規制

の専門家は総括と直結した形態である。また工場への立入検査については技術的な事項は環境管理、

水質モニタリング、廃水処理技術分野の専門家による指導を行うが、手続き的な事項などは必要に

応じて国内自治体などの関係者を講義研修の短期講師として招聘することも検討する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図３－１ 専門家構成案 
 
それぞれの専門家の役割及び求められる要件については表３－１にまとめる。 

法規制 

総括 

（水環境管理） 

EIA 

セクター別 

環境インパクト分析 

環境管理 

水質モニタリング 

水質汚濁モデル・GIS 

廃水処理技術 
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表３－１ 専門家役割・要求事項案 

 担当 役割・要求事項 
1 総括 

（水環境管理） 
案件全体の総括。法規制、ガイドライン類の整備の方向性に留意し、水環

境分野の他案件との連携、JICA事業全体の相乗効果発現を期す。JICA水環

境案件での総括経験が望ましい。 
2 公害対策 環境管理分野の総括。水分野に加えて、新規環境問題（大気）、PRTR（有

害物質分野）、産業界との協力等の研修を担当する。 
JICAでの幅広い環境分野の経験のあることが望ましい。 

3 EIA EIA分野の総括。EIAの一般ガイドライン策定とEIA研修を担当する。途上

国（可能であればカンボジア）におけるEIAの経験を有し、事情に詳しいこ

とが望ましい。 
4 法規制 法規制策定に関する支援を総括とともに行う。公的機関での業務経験及び

途上国における法規制の知識のあることが望ましい。 
5 セクター別環境

インパクト分析 
各事業セクターに特有の環境インパクトのプロセス及びそれらへの対策を

できるだけ簡易な技術資料として取りまとめる。EIA（副総括）と協力して

EIA研修を行う。環境負荷プロセスの分析経験のあることが望ましい。場合

によれば専門分野ごとに複数団員配置もあり得る。 
6 水質モニタリン

グ 
水質管理分野の研修を担当する。携帯型測定器を利用した現場でのサンプ

リング、分析、そのデータ評価及び工場立入検査を指導する。水質分野他

団員と協力して水質汚染源マップの作成を指導する。同様の業務経験を有

することが望ましい。 
7 水 質 汚 濁 モ デ

ル・GIS 
水質管理分野の研修を担当する。BOD、DOなどの汚濁モデル利用及びGIS
の活用について指導する。水質分野団員と協力して水質汚染源マップの作

成を指導する。同様の業務経験を有することが望ましい。 
8 廃水処理技術 水質管理分野の研修を担当する。廃水処理ガイドライン（行政担当者向け

及び事業者向け）の策定並びに工場立入検査を指導する。水質分野他団員

と協力して水質汚染源マップの作成を指導する。同様の業務経験を有する

ことが望ましい。 
 
３－３－２ 機材供与 
本件では次の機材供与（試薬、消耗品、アクセサリー含む）を想定している。 

① 携帯型水質測定器（対象項目は pH、TDS、COD、BOD、T-P、T-N と Cr（VI）） 
② 携帯型 PM 測定器（PM10、PM2.5） 
③ ラボラトリー汎用機材（ホットプレート、ウォーターバス、pH 計） 
 
３－３－３ 現地再委託 
本件では次の現地再委託を想定している。 

① EIA 実習のための EIA 実施調査 
② 水質汚染源マッピングの調査及び GIS データ入力 
③ GIS データベース講習 
 
３－３－４ 本邦研修及び第三国研修 
本件では本邦研修 2 回あるいは本邦研修 1 回及び第三国研修 1 回を想定している。 
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３－４ 作業フロー 
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３－５ 協力実施上の留意点 
３－５－１ 協力の重点分野と他協力案件との相乗効果 
本件は環境保護総局に対する包括的な協力であるが、重点分野は水環境と EIA にかかわる分野

とする。また、わが国からは下記の関連協力がある。これらの案件と連携し、相乗効果をもたらす

ことができるよう十分留意すること。 
① 「住民移転のための環境社会配慮能力強化プロジェクト」（2010～2012）が、経済財務省住民

移転局を主たる C/P として行われた。このなかで環境社会配慮の基礎的能力を得ることが成果の

なかに位置づけられており、本案件で行う EIA にかかわる能力向上の内容と整合させることが

重要である。 
② 「道路分野における環境社会配慮に関する実施能力向上プロジェクト」（2017～）は、公共事

業・運輸省により、道路セクターにおける環境社会影響に対する配慮が適切に実施されることを

目標としている。本案件でも EIA にかかわる能力向上にインフラ・セクターも含まれることか

ら密接に連携する必要がある。 
③ 「プノンペン都下水･排水改善プロジェクト」（2014～2016）が、プノンペン都公共事業･運輸

局を C/P として行われた。同プロジェクトはプノンペン都の水質問題に直接かかわるものであり、

本案件でも重点とする水環境の改善と密接に関連する。 
④ 地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）案件「トンレサップ湖における環境保全基

盤の構築」（2016～）は、ITC を主たる C/P として行われる。長期的にトンレサップ湖の環境保

全を実現するための枠組みが構築されることを上位目標としている。同プロジェクトでは水質管

理について高度な技術内容を含んでおり、その成果と本案件で注力する水環境の改善と密接に連

携する必要がある。 

 
３－５－２ 外部ステークホルダーの積極的な巻込みと C/P との相互作用促進 
本件では外部ステークホルダーを積極的にプロジェクト活動に巻込み、C/P との活発な相互作用

を促進するプロセスが重要である。専門家と C/P が内にこもるような形態での活動は避ける必要が

ある。一方で多くのステークホルダーを巻き込むことで、予期せぬ事態も危惧されることから活動

の進捗管理上はできるだけ巻込みを避けたい圧力も生ずる。本件では活動の予定通りの進捗よりも

上記のプロセスを経ることに重点を置くことが求められる。 

 
３－５－３ 他ドナーとの情報交換・連携 
カンボジアでは多くのドナーが活動していることから、それらの協力との重複を避け、また相乗

効果をもたらすことも重要である。現在時点での他ドナーの活動は本報告書に記載したとおりであ

るが、プロジェクト実施中においても JICA カンボジア事務所と連絡をとりつつ、他ドナーの動向

に留意する必要がある。 
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（1）面談者一覧（面談順） 
 

名前 所属 タイトル 

Mr. Phin Narong 環境省環境保護総局 計画・財務総務部長 

Mr. Dy Kiden 環境省環境保護総局 固形廃棄物管理部長 

Mr. Phin Rady 環境省環境保護総局 水質管理部副部長 

Mr. Vorang Say 環境省環境保護総局 水質管理部技術職員 

Mr. Sophal Laska 環境省環境保護総局 有害物質管理部副部長 

Mr. Chea Leng 環境省環境保護総局 環境影響評価部 R&D 研修室長 

Mr. Sar Kosal 環境省環境保護総局 環境影響評価部農業水資源審査室長 

Mr. Hong Sambath 環境省環境保護総局 環境影響評価部職員 

Mr. Sok Sovathwa 環境省環境保護総局 検査・法規制部副部長 

Mr. Chandara Yem 環境省環境保護総局 検査・法規制部技術職員 

Ms. Meas Chanthyda 環境省環境保護総局 ラボラトリー部長 

Mr. Chhek Roth 環境省環境保護総局 ラボラトリー部副部長 

Mr. Siv Kung 環境省環境保護総局 ラボラトリー部副部長 

Mr. Iv Sophal 環境省環境保護総局 ラボラトリー部副部長 

Ms. Pak Sokharavuth 環境省環境保護総局 大気・騒音管理部長（総局次長に昇進） 

Mr. Thiv Sophearith 環境省環境保護総局 大気・騒音管理部副部長（部長に昇進） 

Mr. Heng Nareth 環境省環境保護総局 総局長 

Dr. Hean Vanhan 農林水産省 農業総局長 

Dr. Ok Savin 農林水産省 前渡金管理官 

Mr. Ung Dipola 鉱山・エネルギー省 鉱物資源総局次長 

Mr. Hong Bona 鉱山・エネルギー省 鉱物資源総局建材資源部副部長 

Mr. Ouch Many 工業手工芸省 工業総局科学技術部長 

Mr. Sok Chea 工業手工芸省 工業総局科学技術部副部長 

Mr. Thara NOU 工業手工芸省 カンボジア標準研究所副所長 

Mr. Khem Vireak 工業手工芸省 カンボジア標準研究所副所長 

Mr. Seng Sochinda カンボジア開発評議会 環境評価部長 

上松裕士氏 Phnom Penh SEZ Plc. 最高経営責任者 

長岡奨氏 Phnom Penh SEZ Plc. シニアマネージャー 

Mr. Thira Ouk Oxfam Project Officer – Extractive Industries 

Mr. Samuth Sothearith シアヌークビル州環境部 部長 
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Ms. Moeko Saito Jensen 国連開発計画カンボジア

事務所 
政策専門家 

Mr. Chhoeun Sothun プノンペン都環境部 部長代行 

Mr. Tes Norearith プノンペン都環境部 EIA 室長 

Mr. Khim Nora プノンペン都環境部 固形廃棄物室長 

Dr. Fidero KUOK カンボジア工科大学 環境工学部長 

Dr. Hul Seingheng カンボジア工科大学 教授 

Ms. Sandra Stajka 米国国際開発庁カンボジ

ア事務所 
食料保障と環境 ダイレクター 

Mr. Menglim Kim 米国国際開発庁カンボジ

ア事務所 
環境・森林 プロジェクト管理専門家 

Mr. Ham Kimkong E&A Consultant 代表取締役 

Mr. Hay Samchan E&A Consultant プログラムマネージャー 

 
（2）面談メモ 

1 環境省環境保護総局 計画財務総務部 
日 時 2016 年 11 月 23 日 8：30am～ 
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Phin Narong Director、Dept. of Administration/Finance/Planning, GDEP 

JICA 事務所より Bora 職員が参加 
内容： 
・ GDEP 内各 Dept.の職員数は次のとおり（質問票での回答） 

Dept. Total staff Technical staff 
(above Bachelor 
level) 

Technical staff 
(studied at foreign 
country) 

Air Noise Quality management 16 11 1 

Water Quality management 18 7 1 

Solid waste management 13 13 2 

Hazardous Substance management 15 9 1 

EIA 68 40 7 

Law Enforcement & Inspection 13 12 1 

Laboratories 16 13  

Administration, Planning and 
Finance 

14 10 1 

 
・ 環境省における活動計画と予算は Program Budget（1cm 程度の厚みの本）にすべて網羅さ

れている（ただし、面談時には各部局の予算額等については開示なし。外部への開示には
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制約があるかもしれないので General Director に相談することとする） 
・ 予算確保のプロセスは次のとおり。 

① まずは GDEP 内で General Director を Chair（議長）とする会議で次年度予算、活動を

議論、各 Dept の長は Deputy Chair として参加 
②  その後、環境省内で各 GD からの予算を調整、審議 
③  その後、MEF（Economy and Finance）と交渉、査定される。 
（一般的なプロセスでボトムアップ積み上げ方式。各末端部局が予算不足で嘆くが、上が

勝手に決めるわけではない。一般論として環境省内の調整、MEF における査定でどの程

度原予算が削減されるか質問するが、はぐらかすような答えしか出てこない。一例として

ラボが新規機材予算 10,000m riel が全額カットされた話がでる） 
・ ラボの外部からの委託分析収入は半分が MEF（国庫）に入り、半分が環境省に残る。こ

れらはラボ職員のインセンテイブとして給与に上乗せされている。 
・ 環境省、MEF における予算減額は①活動自体の優先度、②国としての財源が原因である。

予算請求（資料）の不味さで減額されることはない。また減額された予算は一括で環境省

にくるので内部でのやりくり調整が可能である。 
・ 年次の獲得スケジュールは次のとおり。 

6 月  GDEP/環境省内での次年度予算概要 
7 月  MEF との予算説明、交渉 
8～9 月  MEF による予算案、内閣に送付 
11 月   国会承認 
12 月  環境省で次年度支出計画作成 

（上記でいけば 7 月以降に新規項目を入れるのはほぼ不可能） 
 
2 環境省環境保護総局固形廃棄物管理部 

日 時 2016 年 11 月 23 日 10：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Dy Kiden Director、Dept. of Solid Waste Management, GDEP 

JICA 事務所より Bora 職員が参加 
内容： 
・ 本 Dept.における予算上の承認された活動項目数は 2015 年が 6 項目、2016 年が 8 項目

である。Dept.の活動の成果は予算上で記述された指標により判断する（同指標はあま

りよくないものとの意見だが、Dept.自体がつくったものでもある。この指標を PDM に

も活用できれば一番スッキリするのだが）。 
・ 現在の固形廃棄物分野での問題の根源は関係者間の協力の欠如にある。現在一般廃棄物

の管理責任は地方行政にあり、また実施は民営化（民間業者との契約）によりなされて

いる。プノンペン都では 1 年前に Sub-Decree によりこの責任を更に末端の 12 の区＝Kan
におろしているが、いまだ実施、すなわち民間業者との契約を 12 分割には至っていない。

受託した民間業者は十分な能力がなく、一方で受託収入は微々たるものでキャパを拡大

させることが困難である。住民は廃棄物問題で政府と民間業者を責めるが、廃棄物処理

の費用負担増大には断固反対である。 
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・ NGO は協力を申し出るが、必要な情報とレターなどを得ると、それを材料にどこかから

資金を得て勝手に活動を進めている。 
・ 関係者の協力調整の場としては環境大臣が議長の調整会議がある。 
・ JICA プロジェクトでは地方政府が廃棄物処理を民間契約する際の技術ガイドラインな

どができればありがたい。また固形廃棄物分野の戦略策定も頼みたい（例えば EPR=拡大

製造者責任など）。 
・ プロジェクトで実施する研修は座学の講義形式だけでは不味い。実務が入るべきで、例

えば予算上承認された本来業務とリンクさせるべきである。 
・ （当方より）関係者の調整の場として大臣主催の会議だけでは細かい点は煮詰まらない。

各分野の実務担当者によるワーキンググループを設け、調整がつかない点について大臣

主催会議で決定するような方式がよい。そのような関係者の調整協力会議を設けること

をプロジェクト研修の実務部分とすることも考えられる。 
 
3 環境省環境保護総局水質管理部 

日 時 2016 年 11 月 23 日 14：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Phin Rady Deputy Director Mr. Vorang Say, Technical Officer, Dept. of Water Quality 

Management GDEP 
内容： 
・ 本 Dept.の予算上承認された活動の数などについては、その詳細を作成した担当者が今海

外でわからないが、活動のメインはモニタリングである。対象は公共水域と汚染源で、約

100 地点について年 2 回行っている。四つのモニタリングチームがあり、他の Dept.と協働

で編成している。測定項目は七つで pH、TDS、COD、BOD、T-P、T-N と Cr（VI）である。 
・ 現在、対応中の課題としては更なるモニタリング地点の拡充を計画しており、地方政府と

協議しながら地点選定を進めている。飲用水源へのインパクトを調べることを念頭に置い

ている。 
・ モニタリングの問題の一つは移動のための経費で、政府車両が足りないので自家用車で対

応することが多い。 
・ また来年度からは新たに沿岸水域の海水も対象としている（異常な藻の発生が問題となっ

たため）。 
・ 政策的な課題は政令 1061 による廃水処理設備設置の要求に対応しない事業所が多いとこ

ろである。違反を理由に処罰をするにも長い期間が必要で、かつ多くの従業員の職場を奪

うことになるので（閉鎖、運転停止すると）、迂闊に進められない。啓発活動を進めるし

かないと考えている。 
・ 工業団地については規制により中央廃水処理装置が必要で実際に対応しているところが

多い。 
・ JICA プロジェクトで要望したいことはガイドライン類については廃水処理設備について

技術的なもので、事業所の運転者と規制側の両方に有用なものを望む。また携帯の測定装

置を機材供与してほしい。 
・ 研修活動については Dept.が実際に活動している内容とリンクさせ、机上の座学のみは避
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けてほしい（ここから議論形式でいくつかアイデアを出す。括弧内は当方の出したコメン

ト）。 
➢ 連続水質モニタリングステーションの F/S 及びパイロット（結構高価で、実際の運用

は安定電源の確保が問題となることが多い） 
➢ 沿岸域の海水モニタリング（来年初めて行うが経験がないので） 
➢ GIS データベース研修。3～4 年に一度「環境水質の現況」という報告をしているので

それに使いたい。また汚染源のマッピングも行いたい（当方より政令 1061 の問題とも

併せ、モニタリングと汚染源（廃水処理装置の有無も含めて）をデータとし、一般公

開すればどうか？ 大きな社会的圧力になる。またデータベースの元データを揃え、

入力していくのは結構な人手が必要。モニタリングで追い回されている現状からすれ

ば、データ集めは外注でローカルなところにさせたほうが現実的であろう） 
➢ 河川流域の汚染シミュレーション 
➢ 長期の留学資金供与（これは JICA プロジェクトでは難しい。日本の文科省の業務で

ときによっては JICA 活動の中から選ばれることもあるが…） 
 
4 環境省環境保護総局有害物質管理部 

日 時 2016 年 11 月 24 日 8：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Sophal Laska Deputy Director 

Dept. of Hazardous Substance Management, GDEP 
内容： 
・ Dept.の人員について。海外留学経験者は 5 名である（2 名は日本）。 
・ 年間予算（2016）は大凡 30,000USD（他の Dept.も大凡 30,000～45,000USD の範囲でない

か）。 
・ 予算上承認された活動は次のとおり。Dept.には有害物質管理、有害廃棄物管理、放射性廃

棄物管理の 3 ユニットがあり、それぞれ①データ収集、②啓発活動、③能力向上（海外会

議参加含む）の三つの活動を行っている（合計九つの活動）。ただ支出上は全体のパッケ

ージとして柔軟に対応している。 
・ 技術的な課題としては有害物質、有害廃棄物の検査である。化学出身の担当者が少なく苦

労している。化学物質管理のガイドラインが必要。 
・ PRTR については UNEP の支援を受け、既に不完全ながら実施している。輸出入統計から

対象物質（200 種類以下程度）の排出を算定している。一部工場への排出推計、報告依頼

も行っている。 
・ プロジェクトで何らかの Exchange 研修は可能か？ 例えば、日本の環境省職員との

Exchange 等（JICA 事業としては難しい）。 
・ 研修については座学の講義形式のみは避けたい。なんらかのパイロット活動を伴うものが

望ましい。以下プロジェクトで行う研修内容についての議論（括弧内は当方コメント）。 
➢ 化学物質のインベントリー調査（インベントリー調査結果を GIS でデータベース化と

いうことなら水質管理のデータベースと合体させた活動にすればどうか？ もちろん

全国規模では難しいので例えばプノンペン周辺に限定して） 
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➢ 水銀調査（小規模金鉱山によるもの）（日本は水銀条約に関連しての支援には前向きな

ので面白いかもしれない。 
➢ 今後の課題として製品中の化学物質問題がある。現在環境省内で HOT な問題になりつ

つある（化学物質管理としてはまずは入り口（輸入、製造）の管理、次に出口管理（使

用、排出）、製品中の問題はその先であろう。ただし、例えば日本の取り組み（JAMP）
を紹介、講義は可能である） 

➢ 有害廃棄物処理には日本など先進国企業の進出が必要－－例えば蛍光灯の処理など。

これらを促進するためのエコ産業投資フォーラムの開催などはパイロットとして可能

か？（これは日系企業との相互作用促進という観点では面白いかもしれない） 
 
5 環境省環境保護総局 EIA 部 

日 時 2016 年 11 月 24 日 14：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Chea Leng Chief Officer (R&D Training) 

Mr. Sar Kosal Chief Officer (Review Agriculture & Water Resources)  
Mr. Hong Sambath EIA Officer 
Dept. of EIA, GDEP 

内容： 
・ 人員： 海外留学経験者は 10 名 
・ 内部の組織は次の 10 の Office からなる。 

1. Admin. 
2. Law and legislation 
3. R&D Training 
4. Public participation 
5. Review Industry and health sector 
6. Review Mining and Energy sector 
7. Review Agriculture and water resource sector 
8. Review Infrastructure and tourism sector 
9. Monitoring 
10. Social and Environmental Fund 

・ 2016 年の承認予算総額は 732m Riel=約 180,000USD. 
・ 予算に伴う活動は 12 項目で以下のとおり。 

1. To develop law and regulation on EIA 
2. Capacity building of EIA staff 
3. Review screening, category, TOR of EIA report 
4. Site review 
5. Review EIA report 
6. Monitoring of EMP 
7. Review and assess EMP report 
8. Monitoring and follow up of Social and Environment fund activity 
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9. Extension and information sharing 
10. Law enforcement 
11. Promote voluntary contribution to Environmental Fund 
12. Networking inside and outside country (travel to foreign meeting etc.) 

・ Environmental Fund はプロジェクト事業者が自発的に寄付してくれる基金、Social and 
Environmental Fund はプロジェクト事業者からプロジェクトの便益などから計算される一

定額を強制的の拠出させる基金である。後者については、昨日首相が署名した Sub Decree
で決定したところ。基金は環境省内でも利用が可能である。 

・ 多くの事業認可が EIA 認可なしで進むことについて。これは 1999 年の Decree によって建

設プロジェクトで EIA なしの例外があったことから長引いた問題。最近は環境省と関係省

庁が 2 省間での相互確認（EIA なしで事業認可しない）の合意を進めているところ。プロ

ジェクトでも EIA の啓発活動は必要である。 
・ EIA Dept。として既に外部関係者への EIA トレーニングは小規模であるが実施している。 
・ プロジェクト成果 1 の Legal document としては Law でなく Prakas や Decree のレベルを想

定している。 
・ 成果 2 についてはDept.内部の組織が四つのセクターごと Review に分かれているのに対応

したセクター別のガイドラインが必要と考えている（当方より General Guideline を作成し、

各セクターごとにはそれぞれのセクターの事業で発生する環境負荷、インパクトのプロセ

スを中心に簡潔に Review の要点を記した技術参考資料を作成するということでどうかと

提案。これについては一旦引き取り Dept.内で検討するとのこととなった）。 
・ 研修については予算承認された活動に直接リンクした題材で行うこととしたい。具体的な

トピックは内部で一度検討する。 
・ モニタリングについてはGDEP内で協働チームを編成する場合とEIA Dept.がEMP のモニ

タリングを独自に実施する場合がある。したがって、携帯の測定ユニット供与は 1 つだけ

では困る。最低 2 ユニット必要である。対象は水、大気、騒音である（当方からは水が最

優先と伝える）。→ヒアリング時はこのような要望が出たが、後日 EIA 部単独でのユニッ

トは必要ない旨の連絡あり。 
 
6 環境省環境保護総局検査・法規制部 

日 時 2016 年 11 月 25 日 8：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Sok Sovathwa Deputy director  

Mr. Chandara Yem Technical Officer 
Dept. of Inspection and Law Enforcement, GDEP 

内容： 
・ 人員： 海外留学（あるいは英語コミュニケーション可能）は 7 名。 
・ 予算：2016 年は 64m riel=約 16,000USD 
・ 予算承認された活動は次の 3 項目 

1. Dept.内人員のモニタリング、インスペクションにかかわる能力向上 
2. 工場立ち入りによる法規制。年間 20 から 30 工場に立ち入り。 
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3. 汚染工場からの罰金徴収。2016 年は（11 月現在）231m riel の罰金を 11 工場から徴収

した。なお、この罰金額が本 Dept のパーフォーマンス指標ともなっている。罰金は

MEF50％、環境省 50％で分けた収入となる。環境省分については本 Dept.スタッフの

インセンテイブとして給与上乗せ。罰金額は法律による計算式で算出。 
・ 現在のスタッフはいろいろなところからの集まり、工場立ち入り、検査の特定の知識、経

験がないため研修は非常に重要である。工場立ち入り検査ではチェックリストを作りサン

プルを採取して分析する。このときは水質、大気部等の混成チームである（検査の際に待

たされ、その間に廃水処理装置を運転し、その後サンプルをとっているような話なので、

当方から少しアドバイス。積算電流計（工作すると電力会社に捕まる）でエアレーション

のモーター稼働時間をチェック、あるいは凝集剤の使用量を購買の記録からチェック等が

できるというと一生懸命ノートを取っていた）。 
・ JICA の集団研修はとても役立つ。水質管理のコースでなく、環境管理全般のコースであ

れば誰にとっても有用である。是非続けて参加したい。 
・ 研修については工場立ち入りマニュアル等の作成とそれに合わせた工場の立ち入り実習

があれば大変ありがたい。携帯水質測定機については水質部とシェアすることは可能であ

る。 
 
7 環境省環境保護総局ラボラトリー部 

日 時 2016 年 11 月 25 日 14：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Ms. Meas Chanthyda Director 

Mr. Chhek Roth Deputy Director 
Mr. Siv Kung Deputy Director 
Mr. Iv Sophal Deputy Director  
Dept. of Laboratory, GDEP 

内容： 
・ 人員：学士以上は、M.Sc.が 2 名、B.Sc.が 5 名 
・ 予算は 179m Riel=約 42,000USD。 
・ 承認された活動は次のとおり。 

1. Admin. 
2. 試薬の調達 
3. 機材の保守 
4. スタッフの能力向上 
5. サンプリング 
6. 汚染地域のモニタリング 

・ ラボのトータルのキャパ（実績）は年間 500 検体ほど（主に水）。このうち 2016 年では

146 検体が外部からの持ち込みに対応しての分析。残りは GDEP としての活動。三つの地

域、プノンペン、シアヌークビル、シェムリアップは GDEP の活動範囲であるが、他の地

域からは持ち込み分析での対応になる。 
・ 質問票の回答で DNA 解析などに使われる高度な生化学用機材についての研修、保守支援
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が記述されていたことについて。大臣の命令で省内のすべての分析関連機材はラボで面倒

をみることになった。同生化学用機材は公害管理には関係ないがそうした経緯でラボに外

から持ち込まれた（今回の検討に加える必要なし）。 
・ 本プロジェクトに対する要望としては AAS、GC-MS、ICP-MS に対する支援（これについ

ては今回はラボに対する本格支援は難しいこと。携帯型の簡易分析機等にとどまることを

説明。ラボが新しく移転建設される際の支援対象としては考えられるかもしれないと説

明）。新規ラボ建設は何時になるかわからない。政治判断である。携帯型機器については

水質部等とシェアすることで OK である。携帯機器では Wagtech 製を検討してほしい。 
・ 本格的な支援が難しいようであれば、次の機材だけでもなんとか検討できないか？ 

➢ ホットプレート（500 度まで加熱可能なもの） 
➢ ウオーターバス 
➢ ラボ用 pH メーター 

・ （当方より）プロジェクトで専門家が長期にラボ支援をすることは難しい。一つの可能性

としてシニアボランテイアが考えられる。（先方）Ms. Misaki Sakai（長野大学？）が以前

に来てくれて大変助かった。彼女はカンボジア人と結婚して今も年 2 回はカンボジアに来

ている。彼女が来てくれれば大変いいが。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラボの作業（当日は 2 名の女性スタッフ

が忙しそうに動いていた） 
 

GDEP の活動として採取してきた水試料

（ミネラル水のボトルをサンプリングに

転用しているが、金のない途上国ではよ

くある話）。ラボが稼働している一つの証

拠である。 
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かなり年代物の分光計だが、問題なく稼働しているようだ。 

 

8 環境省環境保護総局大気・騒音管理部 
日 時 2016 年 11 月 28 日 8：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Ms. Pak Sokharavuth Director 

Mr. Thiv Sophearith Deputy Director 
Department of Air Quality and Noise Management 

内容： 
・ 予算：2016 年は 175m Riel=USD42,000 
・ 承認された活動は 7 項目。ただし事務所運営、法規制準備など当たり前の内容の列挙であ

る（あまり細かく話しても無駄な時間と考えたのか詳細はなし）。 
・ 技術的な課題として今対応したいのが粒子状物質である。PM10、PM2.5。実は WHO が

2012 年にレポートを出し、カンボジアでは 10 万人当たり 7,000 人が PM で死亡するとの

論がでた。水質問題は目に見えるので、ドナーや政治家の支援を得やすい。ところが、住

民は汚い水は飲まないが、大気中の汚染は住民全員を暴露してしまう。その意味では健康

被害としては大気が重要である。PM 測定の携帯機器の供与を検討してほしい。 
・ （当方より）大気汚染の問題解決は本プロジェクトのスコープを大きく超えるであろう。

ただ例えば PM 問題の現状を政治、住民に対して周知するようなパイロット的な現状調査

と携帯機器の研修を組み合わせることは可能かもしれない。 
・ 他に要望したい支援としては大気質の環境基準のレビューと改訂、また戦略的大気質管理

計画の策定。 
 

9 環境省環境保護総局局長 
日 時 2016 年 11 月 25 日 10：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Heng Nareth Director-General 

General Directorate of Environmental Protection 
内容： 
・ （当方より）現在の PDM 案をベースに説明、質問。成果 1 は Law & Regulation、あるい
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はこれを Legal Document ということで考えている。最新の Environment Code によると相

当な数の sub-legislation の策定が必要であり、これをすべてプロジェクトに振られても現

実的に大変な感がある。一定の範囲に絞りこんだほうがよくないか？ 
・ 昨年は固形廃棄物、今年は新たに E-waste についてそれぞれ Sub Decree を策定した。また

下水処理、プラスチック廃棄物についても近く策定を終える。プロジェクト期間に想定し

ているのは次の三つの分野であり、その策定を支援してほしい。 
① 産業廃棄物管理 
② 有害廃棄物管理 
③ 大気汚染防止 

・ 要請書には 5 名のローカルコンサルタントが同上作成を支援するとあるが、この 5 名は全

員 GDEP 内の職員。JICA で給与などを支払う必要ない（経費支援は必要だが）。 
・ 成果 2 のガイドラインについては EIA のセクター別ガイドラインがもっとも重要である。 
・ （当方より本件については EIA 部に一般ガイドライン＋セクター別技術資料という形を

提案していると説明）。JICA 提案で OK。 
・ 成果 3 の研修計画については実技、パイロット的活動を含むということで 20 という数に

はかかわらない。研修はあくまで最終的なマネジメントを見据えたものが大事で、例えば、

モニタリングのためのモニタリングのようなことは避けてほしい。 
・ 機材供与は当方提案の携帯型機器類及びその研修で OK。 
・ パイロット案の一つであるが、新しい Prakas で企業の自主努力を引き出すための 24 時間

連続 Self Monitoring を促進している。このモニタリング機器をネットワークを通じて

GDEP に接続することで現場の検査作業の負荷を減らしたい。パイロットとして石炭火力

発電所のオーナーと話を進めており、既に排ガス監視機材の設置などが進みつつあるが、

GDEP 内の機器にデータ接続するためには同上機材のシンガポールの業者に来てもらわ

ねばならない。1,000 ドル超の費用負担が必要だがプロジェクト研修のパイロットとして

扱えないか？ その他には染色工場の排水の連続監視を進める予定である。 
・ EIA の啓発活動推進については是非取り入れてもらいたい。 
・ EIA レポートのレビューの質を改善したい（当方より改善策として次の三つを提案）。 
・  ガイドラインの策定とセクター別技術資料の準備 
・  パイロットで実際の EIA（ローカルコンサルに発注）を C/P と JICA 専門家で入って経験

する。これによりコンサルタントのレポートの裏が見えてくる。 
・  育った C/P にトレーナーとして地方政府職員の研修講師をさせる（これにより自らの知識

経験が整理されて生かせるようになる）。最初の研修は JICA で費用負担してもよい。 
・ （GD より）大変良い提案。地方職員の研修は 2 回目以降は GDEP で予算をつける。 
・ （当方より）GDEP のパーフォーマンス指標は何か？ PDM で変な指標を入れると後々

面倒になる。PDM に政府内部の指標を入れ、またそれに合わせて上位目標、プロジェク

ト目標も調整すれば一番円滑で無駄な努力が避けられる。（GD より）全く同意する。現在

の政府文書を調べて何がよいか連絡する。 
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10 環境省環境保護総局局長（2 回目） 
日 時 2016 年 12 月 1 日 8：30am～  
場 所 Ministry of Environment 
面談者 Mr. Heng Nareth  Director-General 

General Directorate of Environmental Protection 
PDM、PO 案の策定にあたっての疑問点を議論するために二度目の面談を行ったもの。以下

先方のコメント。 
・ 法案作成が外国人に難しい、できないのは承知している。あくまで求めるのは中味の部分。

例えば日本の法規制の紹介、説明をしてくれれば、それをべースに GDEP のチームが文章

作成を進める。その過程で中味の疑問点などが出れば、都度アドバイスしてもらえればよ

い。またドラフトしたものをレビューして気づいた点を教えてほしい。 
・ 大気汚染防止の Sub Decree は 2000 年のものを固定発生源と移動体発生源の二つに分ける

ことを計画している。カンボジアにとっては大気汚染は水質汚濁と同じ、あるいはそれ以

上に重要である点を理解してほしい。河川の汚れた水は飲まなくてもよいが、汚れた大気

は病人、子供含めて全員が強制的に呼吸せざるを得ない。 
・ 水質汚濁の Sub Decree1999 年については、現在 Sewage にかかわる部分を分けてほぼ策定

が済んでいる。次は工場排水についてであるが、この部分を日本で支援してくれるなら、

これもありがたい。Sub-Decree に伴う Prakas, Guideline 類についても支援があればありが

たい。 
・ 企業による排水、排ガスの連続監視については現在対応する Praka の策定を進めている（と

いうことで現状は自主的な話ですが、近く規制になるようです。この点前回の話では聞き

漏らしていたかもしれません）。前回要望したのは発電所からの監視データの受け部分の

工事で 1,000 ドル程度の支援（最大でも 2,000 ドル）である。染色工場に限らず排水監視

の工場は何処でもよいが（Prakas でリストされている）、まだ候補はない。この部分の話

をプロジェクトが支援してくれるにしても、PDM など公式な書類に書き込むのが難しい

のは承知している。 
 
11 農林水産省 農業総局 

日 時 2016 年 11 月 28 日 16：00～ 
場 所 General Directorate of Agriculture 
面談者 Dr. Hean Vanhan Director-General  

Dr. Ok Savin Imprest Administrator 
内容： 
・ 当方より環境省とあらたな技術協力プロジェクトを開始することと、そのために EIA 関連

のライン省庁との協力が必要ということで訪問の趣旨を説明。 
・ 農業総局のメインの業務は作物保護、すなわち農薬や殺虫剤に関連する内容である。農業

分野の EIA に関連する業務は MAFF内の Dept. of Planning が一元的に実施しているはずだ。

灌漑プロジェクトについては最新の Decree により、小規模なものは MAFF、大規模なも

のは水資源省とデマケされている。 
・ MAFF 関連で最新の EIA 関連のトピックで行けば Economic Land Concession に関するこ
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とであろう。 
・ プロジェクトで EIA の啓発活動をすることは賛成。できる範囲で協力したい。 
・ 農業総局では農薬関連の業務を行っており、この分野では環境省の有害物質部門といろい

ろ協働できる余地はあるだろう。 
 

12 鉱山・エネルギー省 鉱物資源総局 
日 時 2016 年 11 月 29 日 8：30am～  
場 所 General Department of Mineral Resources 
面談者 Mr. Ung Dipola Deputy Director general 

Mr. Hong Bona Deputy Director, department of Construction 
Material Resources 

内容： 
・ 現在 鉱物資源総局で管轄するプロジェクト概数は次のとおり。 

➢ 川砂採取プロジェクト 30 
➢ 海砂採取プロジェクト 10 
➢ 石材採掘プロジェクト 200 
➢ 金属鉱山プロジェクト 3（ただしすべて F/S 段階） 

・ 採掘面積が1ヘクタール以上のプロジェクトは地方のDOEとEPAを締結して事業開始、

10～40 へクタールのものは IEE を実施、40 ヘクタール以上はフルの EIA 実施としてい

る。 
・ EIA 抜きで始まった事業は 1 年内に EIA 報告がなければライセンスを停止する。なお採

掘ライセンスは 2 年間。 
・ 事業者がまず鉱区申し込みをすると内部スタッフによる事前の現地環境審査を行い住民

問題などを確認する。 
・ 金属鉱山については探鉱段階のライセンス（2 年間）と開発段階のライセンスに分かれ

る。 
・ 小規模鉱山（Family Mining）については大変管理が難しい。金採掘で水銀を使用している。 
・ JICA プロジェクトで EIA の啓発活動をするのはよい。是非協力したい。第一段階で鉱物

資源総局のスタッフにトレーニングを行い、第二段階で民間を呼びセミナーとしたい。

環境省からの一方的な情報伝達でなく、双方向で民間からも手続き等の問題提起もでき

る場としたい。 
・ 環境省スタッフの能力向上でパイロット的に EIA 実習するなら石材採掘案件を考えてほ

しい。一緒に参加したい。 
 

13 工業手工芸省 工業総局 
日 時 2016 年 11 月 29 日 10：30am～  
場 所 General Department of Industry 
面談者 Mr. Ouch Many Director 

Mr. Sok Chea Deputy Director 
Department of technique science and technology（DTST） 
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内容： 
・ 工業手工芸省内での EIA 関連部局は本部（DTST）である。人員は 40 名で六つの Office

に分かれている 
① Science & Technology 
② Technology Transfer 
③ Training 
④ Raw Material 
⑤ Industrial Safety 
⑥ Industry & Environment 

・ この中の Industry & Environment office が EIA を所管している。また産業廃棄物について

も担当である。人員は 7名。産業廃棄物の所管については 2014年のLaw on Administration 
of factory and handicraft に明記されている。現在、この分野の Prakas を策定中である（環

境省が産業廃棄物管理の Sub-Decree を計画しているなら相談、調整すべし）。 
・ 外国投資プロジェクトの認可については CDC が一元的に行っており、MIH として詳細

はわからない。MIH の事業認可は次の二段階で行われる。 
① 工場設置の認可 
② 製造活動開始の認可 

製造開始の認可前には DTST の職員が現地及び書面上で環境上の問題がないか確認

している。 
・ （当方より、SEZ における工場の管理についてはどう考えているか？と議論を仕掛けた

ところ最初はピンときていなかったが、工業団地特有の各種問題の話を進めると猛烈な

食いつきとなり、「どうすればよいのか」と真剣にアドバイスを求められる事態に。最初

「忙しいから面談は 1 時間以内」と断られていたが、30 分延長することになった）。 
・ プロジェクトで EIA 啓発活動を行うことは賛成。MIH としても協力したい。 

 
14 工業手工芸省 カンボジア標準研究所 

日 時 2016 年 11 月 29 日 14：30am～  
場 所 Institute of Standard of Cambodia 
面談者 Mr. Thara NOU Deputy Director General 

Mr. Khem Vireak Deputy Director General 
内容： 
・ ISC はカンボジア国内で唯一国家標準・基準を定める機関である。環境省が環境基準を定

めるなら次のプロセスが必要。 
1. 環境省大臣から MIH 大臣へのレター送付。環境基準案を添付 
2. 技術委員会で審査 
3. 最低 2 カ月間かけて Public Hearing 
4. 国家標準審議会で決定 
5. 国家基準  

となる。 
かなりの期間が必要であることは当然である。 
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・ （当方より）名前の問題もあるだろう。環境基準（Ambient）は結局環境行政の達成目標

値（Target value）であり、排出基準は法規制による上限値（Regulatory upper limit）である。

呼び方を Standard でなく変えればいいのかもしれない。（先方）そのとおりだが、ISC と

しては環境省がレターを出して国家基準とすることを薦める。 
・ （当方の質問）環境基準などを定めた場合、その測定法も定義しなければならないが、ISC

はそれもかかわるのか？（先方）測定法についてはかかわらない。（→測定法を定めるこ

との意味が今ひとつよく認識できていない様子なので、少し問題提起しておく。（当方よ

り）例えば水質基準で COD 値を定めた場合、日本では過マンガン酸法だが、他は重クロ

ム酸法である。二つの方法では同じ検体でも大きく異なる値がでる。測定法が決まらねば

基準数値の意味があやふやになる。（先方）政府の一般的な分析法あるいは JIS や Standard 
Method ということでよいのではないか？ （当方）分析法を決めればよいという話ではな

い。大気の基準で一度 NGO が工場境界線で所謂グラブ・サンプリングを行い、基準値を

大幅越えということで大きく騒いだ事件が他国であった。しかし、一般環境基準の定義で

はサンプリングは人が実際に居住している場所でなければならず 1 年間の平均値である。

濃度の高そうな場所で高そうな時期の値は基準と比較すべきでない。分析法だけでなく、

採取法、場所、値の計算法（平均値）まで定めねばならない。（先方）難しい問題である。

今すぐ ISC が何かできるかわからない。（当方）多分当面は環境省が環境基準（名前を変

えても）を測定法と共に定め、将来また ISC と話をすることでよいのでないか？ 
・ （当方より）民間ラボの乱立状況ではどこかが精度管理する、あるいはラボの認証をする

仕組みが必要でないか？ （先方）ISC では現在 ISO9000 と 14000 の認証を行っている。

ISO17025 については現状 ISC がカンボジア国内で唯一認証を受けている。他ラボの認証

を行うのはまだかなり先の話になるだろう。 
 

15 カンボジア開発評議会 
日 時 2016 年 11 月 30 日 14：00am～  
場 所 Council for the Development of Cambodia 
面談者 Mr. Seng Sochinda Director, Environmental Assessment Department 

Assistant to Prime Minister 
内容： 
・ 本 Department の人員は 6 名。年間予算は把握していない。上司からの命でそのたびに。 
・ 任務としては次のとおりである。 

➢ 新規投資案件、あるいは拡張案件に関して調査を他省庁と協力しながら行う。 
➢ 操業中の工場のインスペクション（単独で行う）。今年は 20～30 工場（実はこの工場

立ち入り検査に省庁間重複の問題あり。CDC、MIH、環境省、地方の DOE 等がそれぞ

れ何の連携、情報交換もなく行っている。酷いケースならこうした検査を何度も（政

府側が変わりながら）受けることになる。よって工場側はウンザリして受け入れたく

ない。CDC は税控除の恩典を握っているのでそれを武器に立ち入るとのこと）。 
➢ 投資家と環境省との間の連絡調整 
➢ 公害汚染を引き起こした工場への罰則適用 

・ EIA は本来案件認可前に行うべきものであるが、CDC では FDI（外国直接投資）を遅延さ



 

－82－ 

せないことを優先しており、認可後に EIA を行う、あるいは当 Dept.が調査を行うことに

なった（この辺は相当上の判断である様子）。環境省とのデマケに問題あるのも理解して

いる。その経緯は 2009 年に環境省が問題を起こした（詳細不明）ので、CDC としてダブ

ルチェックのために当 Dept.を設置したものである。 
・ CDCとしては今後の外国投資がより付加価値の高い重工業に向かうことを予期している。 
・ カンボジアにおける EIA の最大の問題はやりっ放しで事後のモニタリングが欠如してい

ることである。 
本 Dept.のスタッフも環境、EIA の訓練を受けているわけではない。JICA の環境省能力向上

研修に参加できる余地があれば是非参加させてほしい。EIA 啓発活動も賛成する（ここで厚さ

5cm くらいの報告書 2 冊を示して、「これが一案件の EIA 報告書だ。とても読み切ってレビュ

ーできるような実力はない。なんとかしてくれ」と嘆願）。 
 

16 プノンペン SEZ 運営会社 
日 時 2016 年 12 月 2 日 9：00am～  
場 所 JICA 事務所 7F 会議室 
面談者 上松裕士氏 CEO、長岡奨 Senior manager Phnom Penh SEZ Plc. 
内容： 
・ 現在入居企業は 81 社、うち非製造業が 5 社。日系は 45 社である。稼働している工場は

60 社。タイの自動車関連産業の進出を期待しているが、なかなかない。 
・ 工業団地開発に伴う EIA 取得の経緯について下記の説明を受ける。 

➢ 2006 年 会社設立 
➢ 2007 年 インフラ工事開始 フェーズ 1 で 140 ヘクタール、2008 年 8 月完成 

この時点で環境省より EIA を受けるよう指示。民間コンサル 2 社から見積

もりをとるが 2 社とも高いので保留 
➢ 2010 年 ISO14000 取得、中央廃水処理施設も設置 
➢ 2013 年 総選挙がありフンセン首相への批判票多く、環境大臣（評判悪い）交代。 

         新大臣のもと再見積をとる。 
➢ 2015 年 EIA 開始 
➢ 2016 年 12 月 1 日、EIA 承認 

・ EIA 承認前に、環境省よりレターあり。環境社会基金に寄付することを条件に承認すると

のこと。法的根拠が明確でないので各種調査していたところ最近になって SubDecree が承

認された。一般論であるがカンボジア政府は押せばわかる（一方的にならない）。 
・ 現在困っている主な点は二つ。 
 非有害産廃の処理。民間と個別企業が契約してるが収集などのサービスが悪い。日系

の光和商事、村田産業がゴミ関係で進出してきている。 
 EPA の中で EMP を作成することになっているが、その手順など不明である。環境省

が見本など開示してくれないので手探り状態である。 
・ （当方より）タイの事例をみると現実の環境問題の有無とは別に、工業団地は住民運動、

プロの NGO のターゲットになりやすい。今は大丈夫でもより多くの工場が稼働しだした

ところで問題になる恐れもある。未然防止には周辺コミュニティとの一体感の醸成が効果
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的であろう（タイにおけるエコ工業タウンプログラムなど）。環境省と各種協力（例えば

廃水の連続監視のパイロット等）で関係を深め、官民一体でそうした住民対策を進めるの

がよいだろう。 
 

17 Oxfam 
日 時 2016 年 12 月 2 日 14：30am～  
場 所 Oxfam ビル 2F 会議室 
面談者 Mr. Thira Ouk Project Officer – ExtractiveIndustries 

Oxfam Cambodia 
内容： 
・ 鉱山・石油関連の EIA ガイドラインを支援した経緯について下記説明を受ける。 
・ 当初は GDEP の EIA 部から EIA 法作成についての支援要請だった。ただ法案策定は承認

まで時間がかかるので Oxfam としては法案策定支援はしたくなかった。そうした状況で

環境省の大臣がかわり、新大臣となったところで新たにガイドライン作成を支援するとい

う MOU を結んだ。鉱山、石油については環境省からの要望。なお石油は陸上限定で

Offshore は含んでいない。 
・ 二つのガイドライン作成に Oxfam は 2 名の米国コンサルタントを起用（契約はそれぞれ

3MM）。まずはコンサルタントが GDEP 職員の研修を行い、その結果を受けて GDEP がガ

イドラインドラフトを進めるはずだったが、進捗がよくないので結局コンサルタントがド

ラフト策定。しかしながら、ドラフトはカンボジアの状況をよく反映していないとのクレ

ームが出た。そこで二つのガイドライン作成にそれぞれ技術チームを編成、各チームは

EIA 部職員 3 名＋現地 NGO 3 名＋Oxfam 1 名の構成。毎週のようにコンサルテーション

会議を行い、1 ページごとに作業を進めた。結局 1 年間を要した。 
・ 他ドナーでは USAID が森林分野の支援、SIDA が SEA に関する研修などを行っている。 

 

18 シアヌークビル郡 環境部 
日 時 2016 年 12 月 5 日 13：00am～  
場 所 シアヌークビル郡 環境部会議室 
面談者 Mr. Samuth Sothearith Director 

Department of Environment, Preah Sihanaouk Province 
内容： 
・ 本 Dept.は職員数 23 名、年間予算は 20m riel=約 USD5000。 
・ ADB の EIA 研修には職員が 1 名参加した。 
・ 所長自身も環境省本部の EIA 研修に参加した。講師は民間コンサルタントだった。環境省

本部で数日間講義中心の研修であった。 
・ 今までいろいろな EIA 関連研修に参加したが、いまだに物事が明確になっていない。それ

ぞれの研修が有益であったことは確かだが、自分たちで EIA 関連業務ができるようになる

には更に何が必要なのか、今までの研修に何が欠けていたのかは明確でない。JICA で研

修をするなら、是非役に立つものにしてほしい。多くの研修では講義のみが多いが、必要

なのは実経験である。 
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・ 例えば環境省本省の EIA 部と当 Dept.の人員の短期交換プログラムで OJT すれば互いに資

するところ大であろう。 
・ 当 Dept.の職員が真摯に努力するのは間違いない。一例であるが、当 Dept.では保護エリア

に不法移住した住民への対応で、裁判所からの退去命令が下されるまでの手続きをしたこ

とがある。 
・ 当方より現状でのプロジェクトでの研修計画などを説明。最終年度には環境省職員が講師

となって地方部局向けの研修を計画している。 
・ 現在 ADB がシアヌークビルの下水プロジェクトで F/S を進めている。 
 
なお面談に先立ち、シアヌークビル周辺のポイントとして下記を視察。 

火力発電所 
中国企業が建設運営していると思われる。石炭ヤードを屋内にするなどそれなりの配慮が感

じられる。GD と連続監視装置について協議しているところと思われる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
工業団地 

同じく中国による開発団地。結構な数の工場が建設されているが、ほとんど人影がなく、本格稼働はまだ先と

思われる。中央廃水処理の設備は見当たらない。雨水排水（工場からの一般廃水と合流している疑いあり）は、

近辺の湿地帯に放流されている様子。 
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19 国連開発計画 
日 時 2016 年 12 月 6 日 3：30am～  
場 所 UNDP 会議室 
面談者 Ms. Moeko Saito Jensen Policy Specialist 

UNDP, Cambodia 
内容： 
・ Environment Code については現在の最終ドラフトに対するコメント締め切りを 12 月 12 日、

その後環境省において 12 月末までに最終リバイスし、その後法律専門家会議を経て閣僚

委員会で承認し、4 月の国会で成立という予定である。 
・ Code の中には多くの下部 legislation やガイドライン類が必要となっているが、UNDP では

環境大臣とも協議のうえ実施に向けた継続支援を行う（予算も確保されている）。 
・ 現在、UNDP は Environmental & Governance Reform Project として環境分野での支援を行っ

ている。これは 4 コンポーネントに分かれている。 
➢ 環境省の組織能力向上。2023 年までの 7 年間の行動計画の策定（来年にコンサルタン

ト入）と自然保護総局の能力向上で（既にスタート。カナダコンサルタントが現地入

しており、現在キャパシテイーアセスメント中）1 年半の支援を予定。 
➢ NCSD（持続可能な開発国家会議）への支援。大臣レベルの各省庁調整会議で 2015 年

から開始している。事務局は 100 人レベルの体制である。 
➢ Environment Code 策定。前述のように 2017 年より実施に向けた支援となる。 
➢ Integrated EcoSystem Mapping。天然資源に関する情報をマッピングするもので環境省

内の GDKIS が C/P 組織である。 
・ 環境分野の他ドナーの動きとしては ADB が EIA 関連支援と NESAP 策定支援、EU は天然

資源管理で漁業の専門家を送ってきている。ほかには韓国に本部がある GGGI も支援を行

っている。 
 

20 プノンペン都環境部 
日 時 2016 年 12 月 7 日 14：30am～  
場 所 プノンペン都環境部会議室 
面談者 Mr. Chhoeun Sothun Acting Director 

Mr. Tes Norearith,  Head of EIA office 
Mr. Khim Nora, Chief office waste management 
Phnom Penh Environmental Department 

内容： 
・ プノンペン都環境部は総員 65 名（うち 6 名は女性）。年間予算は 1,300mriel=US$310,000

（ただし、人件費込み）。 
・ 七つの Office がある。 

① Admin 
② Planning & Legal affair 
③ EIA 
④ Pollution Control 
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⑤ Natural Resource Conservation 
⑥ Waste Management 
⑦ Environmental Education. 
組織図的には 2017 年以降、完全に市役所の内部組織となる。 
これに加えて 12 の Kan（区）事務所がある。 

・ 毎年 10～14 件の EIA レポートがある。セクターは雑多である。すべて投資額 200 万ドル

以上であるので、同部としてはコンサルテーション会議を行い、情報収集して環境省にあ

げるまでが役割。同部で EIA レビューまでをするケースはほとんどなく、同業務に関する

問題意識はあまりない。 
 

21 カンボジア工科大学 
日 時 2016 年 12 月 8 日 14：30am～  
場 所 Institute of Technology of Cambodia 
面談者 Dr. Hul Seingheng 

Dr. Fidero KUOK, Head of Dept. of Environmental Engineering 
Institute of Technology of Cambodia 

内容： 
・ 面談者は 2 名ともマレーシアで修士、その後日本東工大で学位を得ている。現在金沢大学

と JICA SATREP で支援を受けている。 
・ （当方より）GDEP と環境問題についての協力関係構築のアイデア、また具体的には PM

研究について説明。 
・ 環境省との協力は問題ない。つい先だっても GD の Nareth さんとフィリピン出張で一緒だ

ったところ。また PM 問題については CIT で調査を行い学会発表している。 
・ （当方より）金額的に大きな支援はできないが、学生が動くのを支援する程度のことは可

能でないかと考えている。 
・ その後、学内に設置されて島津製の AAS 2 台と GC/MS を見学。島津はカンボジアに代理

店なくベトナムの代理店が対応。しかし、技術力及び対応スピードに大きな問題あり。機

材の保守に四苦八苦している、同じ機材、例えば GC-MS なら米国系の Agilent 社なら現地

代理店がしっかりしているとのこと。 
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GC-MS 

 
22 米国国際開発庁 

日 時 2016 年 12 月 10 日 8：30am～  
場 所 米国大使館内 USAID 事務所 
面談者 Ms. Sandra Stajka Director of Food Security and Environment 

Mr. Menglim Kim Project Management Specialist – Environment/Forestry 
US Agency for International Development, Cambodia 

内容： 
・ （内田職員より）Environment Code の内容、進み方に関する懸念について説明。当初大臣

からの意向でバラバラだった環境各分野の法令を Unified したいという意向で始まった

Code 作成であるが、多くのステークホルダーの意見を単純に全部取り入れただけになっ

ていないか？ 入れたものを削るのは相当難しい。また下部法令がどうなるかも不明確な

感がする。スケジュール的にも 4 月国会承認というのは可能か？ 
・ （当方より）現在計画中の GDEP との技術協力について考え方、概要を説明。カンボジア

側のリソースが不足している状況で多くの課題を優先度なしですべて対応してもらうの

は現実的でない。分厚い資料作成で知識を詰め込みするのではなく、実務に役立つ能力向

上としたい。情報公開による汚染源対策も提言していきたい。 
・ （先方）投入リソースと期間はどの程度を想定しているか？ 情報公開による対策は賛同

するが、政治的に難しい局面があるかもしれない。環境省からは USEPA との Twining を

要望されているが、そのような余地はあるか？ 
・ （当方）3 年間で約 2 億円。専門家は短期シャトルで 7～10 名程度と想定している。JICA

プロジェクトの主眼は EIA と水分野にある。他の分野、例えば廃棄物、有害物質、大気な

どで EPA が支援されるなら相乗効果となろうし、専門家チームにとっても良い刺激にな

るだろう。個人的には賛成である。 
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23 E&A コンサルタント 
日 時 2016 年 12 月 9 日 15：00am～  
場 所 E&A コンサルタント 会議室 
面談者 Mr. Ham Kimkong､ Managing Director 

Mr. Hay Samchan､ Program Manager 
E&A Consultant 

内容： 
・ 社員数：正社員 25 名＋臨時職員、外部専門家 
・ （当方より）本訪問、主旨説明。JICA で GDEP の能力向上支援を行う。その一環で EIA

そのものを経験するため EIA 業務をローカルコンサルに発注する可能性がある。そのよう

なケースでは EIA を GDEP 職員あるいは JICA 専門家と合同で行うことになる。対応は可

能か？ また別途水質汚染源の調査及びそれらの GIS 化業務を発注する可能性がある。技

術的に対応可能か？ 
・ （先方）共に対応可能である。EIA 業務は環境省で標準価格表がある。小規模 EIA なら 3

万～5 万ドルである。また GDEP の EIA 部のスタッフに EIA コンサルタント業界出身者が

結構いる。 

 
24 アジア開発銀行 

聞き取り対象：Mr. Iain M. Watson 
Environmental Safeguards and Monitoring Specialist 
Greater Mekong Sub region –Core Environmental Program 
GMS Environment Operations Center 
Asian Development Bank, 23rd Floor, The Offices at Central World 
999/9 Rama I Road, Pathumwan Bangkok 10330 Thailand 
アジア開発銀行の大メコン河流域地帯 環境コアプログラムの所在はバンコクのため、訪 
問ではなくメール・べースでの聞き取り調査を実施した。下記はその内容。 
内容： 
（当方質問） 
① Is there any plan to provide further support to MOE in area of EIA and pollution control? (This 

information will be used to avoid any duplication of donor supports) 
② What is the lesson learn from the EIA training you have provided. (This information will be used 

to fine tuning our project design). 

 
（先方回答） 
① Planned EIA support from the ADB Core Environment Program is almost complete. We have 

delivered a series of three multi-province EIA report review and one EIA project compliance 
monitoring training during 2015-2016. We will additional support SEA conduct in early 2017 and 
may include one additional provincial EIA report review training. We do not currently plan to 
support pollution control beyond completion of an ongoing Industrial Pollution Project System 
exercise which will help identify pollution hot spots. 
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② Provincial Dept of Environment capacity is still quite low.(ii) There is very little actual 
experience with EIA document review, or with implementation and follow-up. The Provinces 
only have responsibility for review of projects less than $2 million, but even with these ... if they 
are remotely difficult or controversial ... they are sent to Phnom Penh for review.(iii) A big 
problem with the Cambodian EIA system is that EIA almost always takes place after a project has 
been constructed, or during its construction. This makes EIA review problematic, as it is often not 
possible to require changes to project design.(iv) Provincial DoE officers often feel that they do 
not have the technical experience to review EIA studies. As a consequence, they often end up 
asking the Ministry in Phnom Penh to intervene. (v) The problem discussed in (iv) can be partly 
dealt with by encouraging Provincial officers to  work in teams when they undertake EIA review. 
Our training was primarily case study based, and this worked well. We would suggest that any 
future training be focused on real cases.(vi) Private national consulting firms have more direct 
experience with EIA than the Provincial officers do. While recognizing possible conflict of 
interest problems, it might be useful to consider using private consultants in capacity building. 
(vii) It is very useful to engage line Ministry staff in EIA training (i.e. Ministries responsible for 
overseeing infrastructure development).(viii) Project proponents tend to see EIA as a regulatory 
hurdle, rather than as a way in which environmental concerns can be identified and built in to 
project design. It may possibly be worth undertaking "EIA awareness" training with some of the 
main local infrastructure investors". 
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